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国際協力機構は、タイ王国政府からの技術協力要請を受け、同国において東北タイ造林

普及計画フェーズ 2を平成 11年 12月から 5年間の計画で実施してきました。 

当機構は、同計画の協力実績の把握や協力効果の評価を行うとともに、今後日本及びタ

イ両国がとるべき措置を両国政府に提言することを目的として、平成 16年 7月 21日から 8

月 12日まで、当機構地球環境部第一グループ長 勝田幸秀を団長とする終了時評価調査を

実施しました。 

調査団は、タイ国政府関係者と共同で同計画の現地調査、成果の確認及び評価を行い、

帰国後、国内作業を経て調査結果を本報告書にとりまとめました。 

この報告書が今後の協力の更なる発展の指針となるとともに、本計画により達成された

成果が、同国の一層の発展に資することを期待いたします。 

 

終わりに、プロジェクトの実施にご協力とご支援をいただいた両国の関係者の皆様に、

心から感謝の意を表します。 

 

 

 

平成 16年 12月 

 

 

独立行政法人国際協力機構 

理 事  北 原 悦 男 
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評価調査結果要約表 

 

１. 案件の概要 

国名：タイ王国 案件名：東北タイ造林普及計画フェーズ 2 
分野：技術普及 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：地球環境部第一グループ（森林・

自然環境） 森林保全第一チーム 

協力金額（評価時点）：総額 約 5 億円 

先方関係機関：天然資源環境省 王室林野局、同省

国立公園・野生動植物保全局 

日本側協力機関： 農林水産省 林野庁 

協力期間 1999 年 12 月 13 日 

～2004 年 12 月 12 日

（R/D 締結日: 1999 年 9 月 6 日）

他の関連協力： 

1-1 協力の背景と概要 

東北タイ造林普及計画（1994 年 4 月 1 日～1997 年 3 月 31 日）では、森林の急激な減少に

対し、地域住民による造林活動を促進することを目的として大規模苗畑管理技術の開発と

住民造林活動の普及を主眼とした活動を行ってきた。終了時評価調査の結果、高品質な苗

木の生産技術と林業技術の普及体制の強化がプロジェクトの一層の自立発展に必要と判断

され、1997 年 4 月 1 日より 1.5 年間のフォローアップ協力を実施し、当初のプロジェクト

目標は概ね達成された。これらの協力成果に基づいて、村落林業の発展と農民参加による

持続可能な森林経営を確立させることを目的として、タイ王国政府がフェーズ 2 の協力を

我が国に要請した。 

 

1-2 協力内容 

（１）上位目標 

プロジェクト対象地域内の小規模造林地において、持続可能な森林経営技術が実践される。 

 

（２）プロジェクト目標 

プロジェクト対象地域内の小規模造林地において、持続可能な森林経営技術の改良･普及可

能な体制が整う。 

 

（３）成果 

1. 森林経営のための情報が、RFD(王室林野局)に蓄積される。 

2. 小規模造林地における森林経営技術が改善される。 

3. 森林経営のための情報･技術が、RFD 及びそのネットワーク活動により住民に伝達され

る。 

4. モニタリングの結果が、プロジェクト活動の改善に活用される 
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（４）投入（評価時点） 

○日本側 

・ 長期専門家派遣       延べ 8 名（243.6M/M）  

・ 短期専門家派遣       延べ 18 名（41.6M/M） 

・ 機材供与            36,230,024THB（約 9,673 万円）  

・ ローカルコスト負担  25,614,452THB （約 6,839 万円） 

・ 研修員受入        15 名 

○相手国側 

  ・カウンターパート配置  延べ 48 名（終了評価時：28 名） 

  ・ローカルコスト負担   25,295,890THB （約 6,754 万円） 

・土地・施設提供        センターの土地と施設、試験林等の設置 

 

 ２. 評価調査団の概要 

調査者 （担当分野：氏名 職位） 

団長・総括：勝田 幸秀    JICA 地球環境部第一グループ長（森林・自然環境） 

情報/普及 ：西野 桂子   ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ﾘﾝｸ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ株式会社  

専務取締役（本プロジェクト国内支援委員） 

森林経営 ：佐古田睦美   林野庁計画課 監査官 

評価分析 ：松本 彰     株式会社ﾀｯｸ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ コンサルティング部長 

計画評価 ：前川 倫子   JICA 地球環境部第一グループ森林保全第一チーム 

※なお、タイ側も 5 名の評価調査団員が配置され、合同で評価を実施。 

調査期間 2004 年 7 月 21 日〜2004 年 8 月 12 日 評価種類：終了時評価 

 ３. 評価結果の概要 

3-1  実績の確認 

投入については、日本側・タイ側とも概ね計画通りの実施がなされた。プロジェクト目標の

指標１）新しいモデルエリア設置のための４つのプロトタイプが明確となる、２）新しいモ

デルエリア設置のためのマニュアルなど全ての関連する資料が収集され参考として利用で

きる、の 2 点の内、後者については活動の成果及び達成状況は高く、プロジェクト目標を達

成するにあたって十分貢献していると思われる。一方、今後はこれら成果を取りまとめる作

業があるため、本評価調査時点において前者は達成されつつある状態である。 

 

3-2  評価結果の要約 

（１）妥当性 

＜タイ政府の政策との整合性＞ 

上位目標及びプロジェクト目標は、タイ政府の方針と一致しており、第 9 次国家経済社会開

発計画（2002～2006）でも造林の奨励が位置づけられている。この目標を達成するには、単

なる植林を行うだけでは効果が上がらず、植林後の活動、すなわち森林管理や市場分析、木

材利用など、さまざまな関係する活動も併せて行う必要があることから、本プロジェクトで

実施した一連の活動や目標の妥当性は高い。 
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＜ターゲットグループのニーズとの整合性＞ 

プロジェクトの焦点は「持続的森林管理」であり、ターゲットグループのニーズに応じ、技

術開発のみならず、訓練・普及や情報を提供する活動も行ったことは妥当である。 

＜受益対象者（ターゲットグループ）の明確化と選定の妥当性＞ 

計画段階でターゲットグループを東北タイ地域住民と定めたが、実施段階において、プロジ

ェクト活動毎にターゲットグループを特定化し、修正を行った。こうしたプロセスは、プロ

ジェクトにとって、適切なターゲットグループを設定する上で妥当だったと思われる。 

＜日本の援助政策との合致＞ 

造林を含む環境保全は、我が国の対タイ援助政策のうち、重点分野の１つである。よって、

植林に焦点を当てた本プロジェクトは我が国の政策とも合致している。 

＜プロジェクト計画の整合性＞ 

プロジェクトデザイン（PDM）や実施計画（PO）はプロジェクト開始時に策定され、年間実

施計画に沿って、活動は効率的に進められている。但し、プロジェクトのモニタリングをよ

り注意深く行うためには、もっと早い時期に、専門家とカウンターパート（C/P）との間で、

PDM を見直し、かつ頻繁に協議する必要があったと思われる。 

 

（２）有効性 

＜プロジェクト目標達成の見込み＞ 

プロジェクト活動を通じて、必要なデータ、技術、普及教材は概ねまとめられた。しかしな

がら、東北タイという広大な地域に住む小規模造林家に対して本プロジェクトの成果を波及

させるためには、すべての活動成果を取りまとめることがプロジェクト目標達成のためには

必要である。 

＜成果の達成度＞ 

各活動はプロジェクト目標を達成するために、十分貢献したと思われる。成果 1は、情報の

蓄積や発信によって、他の成果に貢献したが、REX（造林・普及）センター間のコンピュー

ター・ネットワーク・システムはデータ共有化のために、さらに積極的に活用されるべきで

ある。技術、訓練そして普及はプロジェクトの核となる活動であり、成果 2及び成果 3はプ

ロジェクト目標達成に多大な貢献をしている。成果 4は、プロジェクト目標を円滑に達成す

るため、各活動をモニターし、各成果を結びつける効果があった。 

以上のことから、活動成果の取りまとめが今後行われれば、本プロジェクトの有効性は高い

ものになると思われる。 

 

（３）効率性 

プロジェクトへの投入は、質、量、タイミング等において、概ね妥当であり、プロジェクト

の実施において十分活用されていたため、本プロジェクトの効率性は高いと判断できる。 

＜日本側＞  

(a) 専門家派遣（タイミング、人数、能力） 

C/P や専門家へのインタビューの結果、専門家投入は、そのタイミング、数、能力ともほぼ

適切であった。長期専門家は、限られた人数のなかでさまざまな活動をカバーしており、業

務遂行の費用対効果は高い。短期専門家は、類似の経験や十分な技能を持った人が派遣され



 iv

たものの、そのリクルートや派遣は、時に困難が生じ、プロジェクト活動の遅れが生じるな

どの影響を及ぼすこともあった。 

(b)C/P の日本研修（人数、能力） 

研修参加者は、同僚に対して研修成果を発表したり、研修で培った知識や技能を活用しよう

としていることが現地調査で確認された。C/P へのインタビューによると、日本での研修は

単に特定の技能習得の場であっただけでなく、森林管理に関し幅広く有益な経験を得られる

場であったと認識されていたことが分かった。 

(c)機材供与（量、質、タイミング） 

プロジェクトを通して供与された機材は、事前にニーズアセスメントが行われ、その量及び

質は適切であった。供与機材については、一部、手続きの遅れがあった。また、温室（グリ

ーンハウス）のように、コントロール機器の故障などで一部問題も生じたが、その他機材は

有効に活用されていた。 

(d)ローカルコスト（タイミング、額） 

日本によるローカルコストは、全活動の実施に用いられており、投入での問題はない。 

 

＜タイ側＞ 

(a) 土地・施設提供及びプロジェクトサイト（数、質、タイミング） 

タイ側は必要な土地・建物の提供を適切、タイムリーに行っていた。 

(b)C/P の配置（人数、能力、タイミング） 

C/P の人数は適切であり、センターや部署によってレベルは異なるが、その能力や知識は非

常に高かった。人事異動のため、C/P が変わることもあったが、プロジェクト活動を行うに

あたっての大きな問題とはならなかった。 

(c) プロジェクト運営・試験・活動に係る経費（額、タイミング、分野） 

RFD の厳しい財政事情に関わらず、タイ側はプロジェクト予算の確保に尽力しており、高く

評価できる。予算の配布時期については組織再編当初は、遅れが生じる場面もあった。 

 

（４）インパクト 

報告書分析、現地視察、インタビュー、協議等を行った結果、プロジェクトを起因として以

下のようなプラスのインパクトがモデルエリア内で生じている事が確認された。 

(a) グループ活動を通し、持続的な森林管理活動を支持し、イニシアティブを示すリー 

ダーが現れた。例えば、「造林・木材製品・木材バイオマス協会」が設立され、その会長が

展示目的を兼ねて、自分の土地で炭釜作りや販売、アグロフォレストリーなどの活動を展開

するというものがある。 

(b) 民間家具製造業者や地元の NGO は、モデルエリア内において、植林活動を推進する 

ために、苗木の供与や森林管理情報の発信を始めた。 

(c) モデル農家は、近隣者に対して、苗木の生産や販売を始めた。 

(d) 大学教授や講師始め、県レベルの森林事務所（Provincial Administration Office）やタンボ

ン（地区）事務所（Tambon Administration Office）のスタッフ、篤造林家や農民、NGO と

いった人々が、訓練・普及活動の外部リソースとしてプロジェクトの目標を共有し、近

隣や他の組織に対して情報や技術の普及を開始した。 
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以上のようなインパクトの発現は REX センターからの継続的な支援により、他のエリアに

も広がるであろうと思われ、本プロジェクトにおけるインパクトは高いと言えるだろう。な

お、本プロジェクトからは特にマイナスのインパクトは見当たらなかった。 

 

（５）自立発展性 

＜政策/組織面での自立発展性＞ 
2003 年 10 月に新たに設立された天然資源環境省の元で、RFD の改編はまだ終わっていない

ものの、森林面積の増加につながる活動は高い優先順位が与えられていることは明白であ

る。よって、プロジェクト期間中行われた活動を継続するため、REX の各センターや関連機

関は、引き続き RFD より支援を受け続けると思われ、本プロジェクトにおける自立発展性は

高いと考えられる。また組織改革に関わらず、C/P は各々のセンターに残り、活動を継続す

ることが求められる。 

＜財政面での自立発展性＞ 

天然資源環境省全体としての財政資源は翌年度（タイ年度で 2004 年 10 月から）は増加しな

いと思われるものの、造林に係る促進活動は優先されると考えられるため、財政支援につい

ては現行の活動レベルを維持することができると予想される。 

＜技術面での自立発展性＞ 

(a) 機材維持管理 

殆どの機材はタイにて調達されており、維持管理のアフターサービスについては問題ない。

供与機材はプロジェクト終了後も活用され、RFD が各センターにあるすべての機材の維持管

理に係る支援を行うと思われる。 

(b)知識の共有 

各 C/P はプロジェクト活動やその成果を維持する能力や知識を十分に持っており、センター

内における部署間の技術や技能の共有のみならず、4 つの REX センター及び REX 情報セン

ター間での共有も図られている。さらに、造林の効率的な促進のために、他関係機関のスタ

ッフとも連携を行っている。 

(c)情報へのアクセス 

４つの REX センターでは既に LAN システムが構築されており、バンコクにある REX 情報

センターとも結ばれている。RFD のネットワークによって、REX センターが各管轄地域の造

林に関する最新情報を積極的に提供・入手することが期待される。さらに、インターネット

によって、REX センターは、最新かつ分析された情報を農家や関連する機関に対して、継続

的に提供するであろうと思われる。 

 

3-3 効果発現に貢献した要因 

（１）計画内容に関すること 

・ プロジェクトのデザイン（PDM）を C/P がよく理解し、プロジェクト目標に向かって、

全ての活動が効率的に行われた。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

・ 実施面において、日本側とタイ側との間で良好な連携がとられていた。 
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・ C/P が運営管理能力や森林管理技術のみならず、高いモチベーションを持っていた。 

・ NGO、大学、県森林局、篤造林家など、さまざまな人と機関が、プロジェクトと密接に

連携していた。 

・ C/P が造林普及における住民参加の重要性を強く認識していた。そのため、C/P の森林

管理に関する視野が拡大し、それぞれの役割をより深く自覚した。 

 

3-4 問題点及び問題を惹起した要因 

・ RFD の組織再編によって、合同調整委員会の開催やプロジェクト計画の承認の遅れ、さ

らには予算執行の遅れなど、プロジェクトの活動に影響を与えた。 

 

3-5 結論 

本プロジェクトの個々の活動についてはタイ側カウンターパートが日本側専門家の指導の

下、主体的に活動を実施しており、アウトプットについては十分な成果を出したと言える。

しかし、それらのアウトプットを統合・整理して導き出されるプロジェクト目標については、

未だ達成に至っていないため、プロジェクト目標達成の指標のひとつである「プロトタイプ」

の明確化をプロジェクト終了までに取り組む必要がある。 

 

3-6 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

(1) 各 REX センターは、残りのプロジェクト期間中に、これまでの活動及び成果を整理し、

今後の活動のための「プロトタイプ」を明らかにすること。 

(2) プロジェクト終了までにプロジェクトエリア外の東北タイ地域に本プロジェクト成果

を拡大していくための、戦略及び手段を明確にすること。 

(3) プロジェクト終了後、各センターは上記戦略に基づき活動を行うこと。活動を円滑に実

施するために、各 REX センター、Provincial Administration Office、Tambon Administration 
Organization、NGO、大学等との連携を図ること。 

(4) 各センターではこれまでの森林経営技術に関するデータ及び情報が膨大に蓄積されて

いる。それらの情報は、国内の活動のためだけではなく、今後の大メコン地域（GMS）に

おける活動の有効なツールとなる。 

(5) 小規模植林者に対して造林に関連する情報を提供するため、現在行われている研究活動

を継続し、かつ新たな分野の研究活動（他樹種の成長調査等）を実施するよう、RFD に対

して推奨する。 

(6) REX 情報センターには非常に膨大なデータと情報が蓄積されており、4センターとをつ

なぐネットワークもすでに構築されている。今後は、RFD が東北タイの森林政策及び計画

を策定する際に積極的に活用されるべきであり、かつ同ネットワークを将来のタイ全体に

おけるネットワークに発展させることを念頭に置くことも重要である。 

(7) 上記活動を継続して実施するために、現在の「造林普及センター（REX センター）」の

名称及び機能を保つこと。 

 

3-7 教訓 

(1) 今後、複数のセンターや機関が実施機関として行われる大規模プロジェクトを計画 
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する際には、プロジェクトの進捗状況、上位目標及びプロジェクト目標を監理する諮問 

機関を設けることが望ましい。その際には、プロジェクト目標を達成するために、各プ 

ロジェクト活動を監理・調整する同諮問機関の任務を明確にするべきである。さらに、 

日本側と相手国側の政府は、プロジェクトの実施及び監理を円滑に進めていくために、 

全面的な支援を行う必要がある。 

(2) プロジェクトのパフォーマンスをさらに向上するためには、必要に応じ制度開発、 

組織強化やバランスドスコアカードの活用等、他の監理方法も試みることが望ましい。 

 

3-8 フォローアップ状況 

特になし。 
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第１章 終了時評価調査の概要 

 

1-1 調査団派遣の経緯と目的 

 

プロジェクト終了を控え、プロジェクト目標の達成度、事業の効率性、今後の自立発展性の見

通しなどの観点からプロジェクトを評価し、同結果を踏まえ、協力終了の適否や協力延長などフ

ォローアップの必要性の有無を判断する。また、同評価結果を今後の JICA プロジェクトに対す

る提言として、フィードバックする。 

 

1-2 調査団員構成と調査期間 

 

1-2-1 調査団員構成 

 ＜日本側＞ 

（１）団長・総括 勝田 幸秀 JICA 地球環境部 第 1 グループ長 

（２）情報・普及 西野 桂子 （株）ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ﾘﾝｸ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ 専務取締役 

（本プロジェクト国内支援委員） 

（３）森林経営 佐古田 睦美 林野庁計画課 監査官 

（４）評価分析 松本 彰 （株）ﾀｯｸ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ部部長 

（５）計画評価 前川 倫子 JICA 地球環境部 森林保全第 1 チーム 

 

 ＜タイ側＞ 

 （１）Dr. Bunvong Thaiutsa (Leader) 

   Former Dean, Faculty of Forestry, Kasetsart University (KU) 

（２）Dr. Komon Pragtong 

 Forest Technical Officer 8, Silviculture Research Division, 

National Parks, Wildlife and Plant Conservation Department 

（３）Mr. Chonlatid Suraswadi  

Secretary, RFD 

 （４）Mr. Suchart Thaipetch 

Director, Forest Products Development Division, 

Forest Products Management Research Office, RFD 

 （５）Dr. Charunee Vongkaluang 

  Advisor, RFD 

 

1-2-2 調査期間 

 2004 年 7 月 21 日（水）～2004 年 8 月 12 日（木） 23 日間 
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1-3 プロジェクトの概要 

 

（１）背景及び経緯 

タイでは著しい経済発展と人口の増加に伴う農地拡大と木材需要の増大などにより森林が急

速に減少した。1943 年にタイ国土面積の 63%（3,230 万 ha）における森林面積は、1991 年には

27%（1,438 万 ha）にまで減少した。特に東北タイでは、42%（710 万 ha）だった森林率が 1961

年から 1985 年には 14%（242 万 ha）と全国最低の森林率となり、それに伴い洪水、塩害、干害

が多発、東北タイ地域の基幹産業である農業や住民の生活を脅かす恐れがあった。そのためタイ

政府は、森林率の向上と地元住民の収入多様化を国家的緊急課題として取り上げ、1985 年に国家

森林政策を策定し、森林面積を国土面積の 40%（2,048 万 ha）まで回復することを目標とし、1991

年から始まる「国家造林長期計画」を定め、官民一体となった造林の推進により、2020 年までに

718 万 ha の造林を実行することを掲げた。 

 

特に全国でも森林破壊が著しく、深刻な状況にある東北タイについては、天然資源特に水、土

壌及び森林の保全と回復、収入と雇用の拡大、地域住民の生活の質的改善を目標とした「東北タ

イ緑化計画」を策定した。 

 

同計画の目的は、 

① 造林活動の拡大及び社会林業普及の強化を通じて、自然災害の防止、環境条件の改善及び住

民の質的向上を図ること 

② 政府及び民間部門の需要を満たすため、良質苗木の生産を増大すること 

③ 東北地方における造林活動を加速するため、展示林及びモデル村落林を造成すること 

④ 政府及び民間双方の人的組織の訓練、特に後者については女性を含む草の根レベルの労働者

の参加を通じて造林技能を改善すること 

の 4つを目的として実施することとしている。タイ国政府は、同計画を円滑に推進するため日本

に対し、その拠点となる大規模苗畑センター建設に無償資金協力を、苗木生産技術の向上、造林

普及、そのほか社会林業の諸策に関して技術協力を、また地域住民を対象とする植林事業の普及

活動分野で青年海外協力隊派遣を 1990 年度に要請した。 

 

これまでの本プロジェクトに関連する日本の協力は表 1のとおり。 

 

表 1：日本による REX2 関連の協力 

案件名 内容 実施期間 

東北タイ大規模苗畑センター

設立計画（無償資金協力） 

4 箇所の大規模苗畑センター（本プロ

ジェクト対象センター）を設立し、

これを拠点として苗木供給量の拡

大、農村住民の村落林造成のための

技術向上を図る拠点とすることによ

って、東北タイ緑化計画に寄与する。

1991 年 9 月 

無償Ⅰ期分 E/N 締結 

（15.8 億円） 

1992 年 8 月 

無償Ⅱ期分 E/N 締結 

（14 億円） 
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案件名 内容 実施期間 

1993 年 2 月 

ﾏﾊｻﾗｶﾑ（ｾﾝﾀｰ 1）、ﾅｺﾝﾗﾁｬｼﾏ

(ｾﾝﾀｰ 4)苗畑センター完工 

1994 年 2 月 

ｳﾄﾞﾝﾀﾆ(ｾﾝﾀｰ 2)、ﾔｿﾄﾝ（ｾﾝﾀ

ｰ 3）苗畑センター完工 

 

青年海外協力隊派遣 1994 年 7 月までに 4 苗畑センターに

各 1 名配置。主に普及分野専門家と

連携しながら活動を実施。フェーズ 1

にてプロジェクト地域における

JOCV 活動はほぼ目的が達せられた

こと、隊員のリクルートに限界があ

ることから、現在は JOCV の活動拠

点はプロジェクト以外の苗畑センタ

ーにシフトすることとし、プロジェ

クトとしてはネットワークなどによ

って技術的な支援を行っている。 

1993 年より合計 16 名派遣 

現在：1 名 

2003 年 7 月～2005 年 7 月 

ﾀｲ北部ﾁｪﾝﾏｲ苗畑ｾﾝﾀｰ所属 

東北タイ造林普及計画 

フェーズ 1 

（プロジェクト方式技術協力） 

地域住民により造林活動を促進する

ことを目的として大規模な苗木生産

管理技術の開発の他、造林技術を普

及させることを主眼として活動を行

う。 

成果： 

① 苗木の大量生産技術が確立 

② 住民の造林意欲に応じ、苗木の無

償配布（約 11 万人、7,700 万本の

苗木） 

③ ターゲットビレッジ 1,668 村にお

いて各種普及活動を実施 

④ 訓練を 98 コース、4,300 人が参加

⑤ 国 有 林 内 に モ デ ル 展 示 林

（5,000ha+村落林に 1 箇所）、77

箇所のモデル村落林を造成 

 

1992 年 4 月 1 日～ 

1997 年 3 月 31 日（5 年間）

東北タイ造林普及計画 F/U 

(フォローアップ協力) 

 

フェーズ 1 終了時評価にて、フォロ

ーが必要と判断された高品質な苗木

の生産技術と、林業技術の普及体制

1997 年 4 月 1 日～ 

1998 年 9 月 30 日（1.5 年間）
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案件名 内容 実施期間 

の強化がプロジェクトの一層の自立

発展に必要と判断され実施。当初の

プロジェクト目標は概ね達成され

た。 

フォローアップまでの農民に対する

苗木の配布数は 1,200 万本。 

 

 

本プロジェクトはそのうちの技術協力にあたる部分の延長線上にあるものであり、「東北タイ

造林普及計画フェーズ 1」、「東北タイ造林普及計画 F/U」を経て現在に至っている。 

当時の要請書によれば、1997 年の金融危機に起因する木材価格の低迷や都市労働者の帰村によ

る農村人口の増加に伴い森林の農地への転換が進み、植林・育林意欲も減退する懸念が生じてい

る。タイ国政府は、この状況に対し、住民による植林活動を持続的なものとするための仕組みを

開発し、住民の生活基盤を強固なものとする取り組みを実施する必要性を強く認識した。また、

農民は植栽後の管理計画を持ち合わせておらず、植栽後に実施すべき保育から伐採までの知識、

経験がない。そのため、住民が造林活動を継続していくためのインセンティブを創出し、それを

住民へ情報として提供するために、タイ国王室林野局（RFD）を中心とした基盤整備活動を実施

することを主目的として「コミュニティ林業の発達と農民の参加による持続可能な森林経営」を

確立させ、同技術を住民に普及することを目的として、タイ国政府より 1997 年に日本に対しフ

ェーズ 2の技術協力を要請してきた。フェーズ 1における「造林意欲向上のための普及」からフ

ェーズ 2においては「適切な造林技術の普及」と変化している。同要請を受け、JICA は 1999 年

2 月の事前調査、6 月の短期調査、ならびに 8 月の実施協議を経て 1999 年 9 月に R/D を締結した。 

 

（２）プロジェクト内容 

 本プロジェクトの内容は表 2 のとおり。 

 

表 2：REX2 プロジェクト内容 

項目 内容 

プロジェクト名 和文：タイ国東北タイ造林普及計画フェーズ 2  

英文：The Reforestation and Extension Project in Northeast of Thailand 2 

先方実施機関 

（C/P 機関） 

和文：天然資源環境省王室林野局 

英文：Ministry of Natural Resources and Environment, Royal Forest Department(RFD)

R/D 締結日 1999 年 9 月 6 日 

協力期間 1999 年 12 月 13 日～2004 年 12 月 12 日（5 年間） 

対象地 ﾏﾊｻﾗｶﾑ（ｾﾝﾀｰ 1）、ｳﾄﾞﾝﾀﾆ(ｾﾝﾀｰ 2)、ﾔｿﾄﾝ（ｾﾝﾀｰ 3）、ﾅｺﾝﾗﾁｬｼﾏ(ｾﾝﾀｰ 4) 

の 4 造林普及センター（REX センター）およびバンコク情報センター（REXIC）

プロジェクト予算 約 5 億円 
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項目 内容 

上位目標 プロジェクト対象地域内の小規模造林地において、持続可能な森林経営技術が

実践される。 

プロジェクト目標 プロジェクト対象地域内の小規模造林地において、持続可能な森林経営技術の

改良・普及可能な体制が整う。 

PDM 及び PO 付属資料ミニッツ Annex6 参照 

主な活動内容 ① 住民の森林資源への依存度、住民による造林の進捗状況、森林資源にかかる

市場状況などの情報を収集する。（森林経営情報） 

② 住民のニーズや市場需要に適合した形での木材加工のための技術を開発す

る。（森林経営技術） 

③ 上記情報と技術をわかりやすく入手しやすい形に加工して住民に提供する

ための活動を展開する。また、共有地などへの植林活動や、植林活動を行う

うえでの住民同士の連携などについても併せて検討を行う。（訓練・普及）
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第２章 終了時評価の方法 

 

 本評価調査は、JICA 事業評価ガイドライン（改訂版）に基づき、評価の手法としてプロジェ

クト・サイクル・マネージメント（Project Cycle Management：以下、「PCM」）の評価手法を採用

した。PCM 手法を用いた評価は、プロジェクト運営管理のための要約表である１）プロジェク

ト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：以下、「PDM」）に基づいた計画達成度の把

握（投入実績、活動状況、成果の達成度、プロジェクト目標の達成見込み）、２）表 3 の評価 5

項目（目標達成度、妥当性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点に基づいた収集データの

分析、３）分析結果からの教訓、提言のまとめの 3 点で構成されている。 

 また、本評価調査はタイ側評価調査団員と共同で実施された。 
 
 

表 3：評価 5項目（終了時評価） 

項目 視点 

妥当性 

Relevance 
プロジェクト目標や上位目標が、評価を実施する時点において妥当か（受

益者のニーズに合致しているか、相手国の問題や課題の解決策として適

切か、相手国と日本側の政策との整合性はあるか、プロジェクトの戦略・

アプローチは妥当か等）を問う。 

 

有効性 

Effectiveness 
プロジェクト目標は達成されるか、アウトプットのプロジェクト目標へ

の貢献度、目標達成の阻害・貢献要因、外部条件は何か等を問う。 

 

効率性 

Efficiency 
プロジェクトのアウトプット産出状況の適否、アウトプットと活動の因

果関係、活動のタイミング、コスト等とそれらの効果について問う。 

 

インパクト 

Impact 
上位目標達成の見込み、上位目標とプロジェクト目標の因果関係、波及

効果等を問う。 

 

自立発展性 

Sustainability 
政策・制度面、組織・財政面、技術面、社会・文化・環境面、総合的自

立発展性等において、協力終了後もプロジェクトで発現した効果が持続

しているか（あるいは持続の見込みはあるか）を問う。 

 

出所：JICA 事業評価ガイドライン（改訂版）終了時評価の主な視点より抜粋 

 

2-1 評価設問と必要なデータ・評価手法 

 

 2-2（１）にある既存資料・文書等のレビューを行い、終了時評価の評価 5 項目ごとに具体的

な評価設問を設定し、現地調査前に評価グリッド案の準備を行った。評価指標については、現行

PDM に掲げられている指標を用いた。 
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2-2 データ収集方法 

 

（１）プロジェクト関連資料・文書の収集・検討（文献レビュー） 

調査前及び調査中に以下の資料を収集し、プロジェクトの概要を把握、その背景を整理すると 

ともに、活動実績（上位・プロジェクト目標の達成度、アウトプットの産出状況、投入の実施状

況等）や実施プロセス含むプロジェクト情報を整理するとともに、プロジェクトの抱える問題点

や課題を検討した。参考資料及び報告書類は主に以下の通り。 

・ 事前調査報告書（平成 11 年 4 月） 

・ 短期調査・実施協議調査報告書（平成 11 年 12 月） 

・ 運営指導調査団（計画打合せ）報告書（平成 12 年 5 月） 

・ 中間評価報告書（平成 14 年 10 月） 

・ プロジェクト案件概要表 

・ プロジェクト進捗報告書（四半期報告書他） 

・ 「モデルエリア調査：REX2 の造林行動へのインパクトについて」（2004 年 3 月） 

・ 「東北タイにおける主要植栽樹種」 

・ 「東北タイ地域における木材・林産物流通市場概要」 

・ 「森林林業分野協力のセクター評価と今後の方針策定」（JICA 調査研究）（案） 

・ “Annual Report in 2002 & 2003”(RFD, REX2) 

・ 最終仮評価表（プロジェクトによる自己評価表） 

・ プロジェクト側が作成した資料（タイ王国の森林管理政策、REX2 のセンターのプロファイ

ル、投入実績一覧表、各専門家終了時用報告書、その他 VCD、マニュアルやパンフレットな

ど） 

・ 各 REX センターのプレゼン資料 

・ 青年海外協力隊員報告書（「植林」隊員等 REX2 あるいは RFD に関連するセンター配属の隊

員報告）  

・  

（２）質問票 

 現地調査に先立ち、評価グリッドをもとにタイ国側プロジェクト関係者に対する質問票を作成

し、事前にプロジェクトを通して相手側に配布し、データの補足、追加情報の入手を行った。 

 

（３）プロジェクト関係者との面談、インタビュー、協議 

本プロジェクトの成果、インパクトさらには自立発展性を捉える上で、プロジェクト関係者に

対するグループ及び個別インタビューを実施した。対象は、日本人専門家、カウンターパート（各

REX センター配属）、受益者（訓練受講生、訓練講師、モデル造林家、近隣の農民、NGO、大学、

造林に関わる村落グループメンバー等）である。日本人専門家とは、評価グリッドをもとにさま

ざまな角度から確認や質疑応答を行い、かつ意見交換や協議を行った。さらには、センター長始

め、各部局のカウンターパートにインタビューを実施した。また、実施プロセスや過去の経緯を

把握し、かつ客観的評価を聞く上で、当プロジェクトに関係した専門家や協力隊員にもインタビ

ューを現地調査の事前に行った。 



8 

（４）現場見学 

プロジェクト活動を実施した4つのREXセンターすべてを訪問し、センター内の視察（各部局、

試験室、植林、温室（グリーンハウス）、情報展示コーナー、ログハウスなど）を行った。また、

各センターのモデル地域において、試験林やラーニングセンターの視察を行った。 

 

2-3 データ分析方法 

 

タイ側評価団に対して、評価手法や調査の流れを説明、確認を得た後、本プロジェクトに係る

評価視点を検討した。まず評価調査前半、日本、タイ側双方 1 名からなる評価分析（コンサルタ

ント）団員によって、現地調査やインパクト調査を実施し、評価 5 項目に沿って、評価レポート

ドラフトを作成した。後半、そのドラフトを基に、日本・タイ側評価団全員（一部業務上、参加

できないタイ側団員もあり）で、評価の枠組みを再認識し、現地調査を実施した。その結果、最

終的な評価調査結果案を作成し、本評価調査結果は、RFD やカウンターパートに対して、フィー

ドバックされ、プロジェクトの評価結果、さらには将来に対する展望、意見交換も同時に行った。

さらには、本プロジェクトの合同調整委員会（JCC）の場でも、評価結果について説明し、質疑

応答を行っている。 

 

2-4 評価調査の制約・限界 

 

対象村民へのインタビューは、時間の制約上、本調査に先立ち実施されたインパクト調査を参

照とし、本評価調査では、4 つのセンター訪問にあわせ、村民へのインタビューをアレンジして

もらい、簡易な聞き取り調査の実施にとどまった。 
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第３章 プロジェクトの実績 

 

3-1 投入実績 

 

3-1-1 日本側投入 

（１）専門家 

   2004 年 8 月時点で、長期専門家を延べ 8 名、短期専門家を延べ 18 名派遣した。専門分野、氏 

名、派遣期間は下表 4 のとおり。ほぼ計画どおり実施された。 

 

表 4：長期専門家  

専門分野 氏名 派遣期間 

増子 博 1999 年 12 月 13 日～2001 年 12 月 12 日 ﾁｰﾌｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ/森林経営情報 

鈴木 忠徳 2001 年 12 月 5 日～2004 年 12 月 12 日 

奥井 利幸 1999 年 12 月 13 日～2001 年 12 月 22 日 業務調整 

岡田 昌浩 2001 年 12 月 10 日～2004 年 12 月 12 日 

石田 英夫 1999 年 12 月 13 日～2002 年 7 月 12 日 森林経営技術 

岡林 正人 2002 年 6 月 30 日～2004 年 12 月 12 日 

世良 佳子 1999 年 12 月 13 日～2002 年 4 月 21 日 訓練・普及 

柳沢 英治 2002 年 5 月 28 日～2004 年 12 月 12 日 

出所：プロジェクト提出資料 

 

表 5：短期専門家 

専門分野 氏名 派遣期間 

計画立案 松本 彰 2000 年 3 月 7 日～2000 年 3 月 27 日 

小川 博司 2000 年 3 月 23 日～2000 年 7 月 22 日 市場調査・開発 

西川 達治 2001 年 10 月 30 日～2002 年 3 月 29 日 

2000 年 4 月 5 日～2000 年 9 月 4 日 社会経済調査 生方 史数 

2002 年 4 月 10 日～2002 年 7 月 7 日 

林業グループ調査 重冨 真一 2000 年 4 月 16 日～2000 年 4 月 25 日 

造林技術 遠藤 利明 2001 年 2 月 26 日～2001 年 3 月 26 日 

普及ネットワーク 水野裕紀子 2001 年 3 月 26 日～2001 年 5 月 11 日 

育種技術 田渕 和夫 2001 年 9 月 4 日～2001 年 10 月 1 日 

2002 年 4 月 1 日～2002 年 5 月 24 日 視聴覚教材の開発 青木 正治 

2003 年 4 月 8 日～2003 年 9 月 7 日 

林分収穫表 石橋 聡 2002 年 6 月 18 日～2002 年 7 月 13 日 

森林土壌 田中 信行 2002 年 10 月 30 日～2002 年 11 月 27 日 
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専門分野 氏名 派遣期間 

林業機械 山田 基洋 2003 年 1 月 7 日～2003 年 2 月 21 日 

2003 年 6 月 23 日～2003 年 11 月 22 日 林産物利用技術 西川 達治 

2004 年 6 月 30 日～2004 年 10 月 19 日 

鶴  助治 2003 年 10 月 15 日～2003 年 11 月 4 日 人工林管理 

野田 巌 2004 年 3 月 4 日～2004 年 4 月 4 日 

出所：プロジェクト提出資料 

 

（２）日本でのカウンターパート研修 

 2004 年 8 月現在で 15 名のカウンターパートが日本での研修を受けている。氏名、分野、所属 

先、研修期間等は下表 6のとおり。ほぼ計画どおり実施された。 

 

 

表 6：カウンターパート研修実績 

氏名/（分野） 所属先 研修期間 

Ms. Renoo 
SUWANNARAT 

（森林経営） 

Officer of Reforestation Office

（RFD HQ） 

2000 年 3 月 31 日～ 

    2000 年 4 月 18 日 

Mr. Chuan 
TEERAWUTKULUDOM 

（森林経営） 

Chief of T&E Section 
(REX3) 

Mr. Sitthichai 
SEREESONGSAENG 

（森林経営） 

Chief of FMI Section 
(REX4) 

Mr. Phaibun  
KULPINO 

（森林経営） 

Chief of FMI Section 
(REX1) 

2000 年 11 月 6 日～ 

    2000 年 12 月 9 日 

Mr. Somsak 
WANUSSAKUL 

（森林経営） 

Chief of T&E Section 
(REX1) 

Mr. Suchin 
RUENGTAVONRIT 

（森林経営） 

Chief of FMI Section 
(REX3) 

Ms. Metta 
PUNGPRASERT 

（森林経営） 

Officer of Reforestation  
Office (REX IC) 

2001 年 10 月 22 日～ 

    2001 年 12 月 1 日 

Mr. Sumet  
SIRILAK 

Chief of REX Information 
Center (REX IC) 

2002 年 8 月 13 日～ 

    2002 年 10 月 5 日 
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氏名/（分野） 所属先 研修期間 

（民有林振興 C/P 合同） ※合同 C/P 研修も実施 

Mr. Samai 
SEETHO 

（森林経営技術） 

Sub-Section Chief of  
FMT Section (REX4) 

2002 年 10 月 16 日～ 

    2002 年 11 月 30 日 

Ms. Sukanya 
SUCHEVAKUL 

（森林経営） 

Chief of FMI Section 
(REX2) 

2003 年 8 月 8 日～ 

    2003 年 10 月 11 日 

※合同 C/P 研修も実施 

Mr. Chaum 
CHA-UMPOL 

（森林経営技術） 

Sub-Section Chief of  
FMT Section (REX4) 

2003 年 8 月 27 日～ 

    2003 年 10 月 11 日 

Mr. Chatchai 
RATANOPHAT 

（森林行政） 

Director General(RFD HQ) 2004 年 6 月 13 日～ 

    2004 年 6 月 15 日 

Mr. Therdpong 
SUPAPERM 

（森林行政） 

Chief of Nursery Cluster 
(RFD HQ) 

2004 年 6 月 13 日～ 

    2004 年 6 月 26 日 

Ms. Chollada 
SPIRIM 

（森林・林業 C/P 合同研

修並びに個別研修プログ

ラム） 

Chief of FMI Section 
(REX1) 

Mr. Somdet 
CHAMPEE 

（森林・林業 C/P 合同研

修並びに個別研修プログ

ラム） 

Chief of T&E Section 
(REX2) 

2004 年 8 月 10 日～ 

    2004 年 10 月 2 日 

※合同 C/P 研修も実施 

出所：プロジェクト提出資料 

 

（３）ベトナムとの技術交換プログラム 

 REX センター長及びプロジェクト関係者が、2004 年 7 月 6 日から 7 月 13 日（8 日間）にかけ

てベトナム国で実施中（2004 年 8 月現在）の「ベトナム国北部荒廃流域天然林回復計画」との技

術交換プログラムに参加した。同プログラムに参加したカウンターパート及びプロジェクト専門

家は表 7のとおり。 
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表 7：技術交換プログラム参加者 

氏名 所属先 

Ms. Renoo Suwuanarat Coordinator of REX, RFD 

Mr. Bundit Komboo Field Manager of REX 

Mr. Sutnep Pavareswityaral Chief of REX Center 1 

Mr. Tanongsak Nontapa  Chief of REX Center 2 

Mr. Tumnoon Akarapin Chief of REX Center 3 

Mr. Somporn Chaicharus Chief of REX Center 4 

Mr. Sumet Sirilak Chief of REX Information Center 

岡田 昌宏 JICA 専門家（業務調整） 

岡林 正人 JICA 専門家（森林経営技術） 

出所：プロジェクト提出資料 

 

（４）機材供与 

 日本側からはこれまでに、車両、パソコン、プロジェクター、温室（グリーンハウス）、簡易

測定機器等の供与が実施された（詳細機材リストは、付属資料ミニッツの Annex5 を参照）。1999

年から 2004 年までの総額は、約 9,673 万円である(2004 年 8 月現在)。 

 

（５）日本側負担の現地業務費 

 プロジェクトの円滑な進捗を図るため、これまでに約 6,839 万円（2004 年 8 月現在）を現地業

務費として支出された。年度別の金額は次のとおり。 

 

表 8：日本側負担現地業務費 

年度 1999 年 2000 年 2001 年 2002 年 2003 年 2004 年 

現地業務費 

（単位：千円） 

2,135 10,074 11,603 11,639 17,460 15,480 

出所：プロジェクト提出資料 

 

3-1-2 タイ側投入 

2000 年度から 2004 年度にかけて、RFD 及び NPECD（国立公園・野生動植物保全局）より、

延べ 48 名の C/P（2004 年 8 月時は 28 名）が配置され、その他 REX 情報センターや各 REX セン

ターにおいてプロジェクト用の土地、建物及び施設等がタイ側より供与された。また、タイ側の

予算支出の合計は 25,295,890BAHT（約 6,754 万円）である。各 REX センターの負担分は表 9 の

とおり。 

 

 

 

 



13 

表 9：タイ側ローカルコスト負担 

出所：プロジェクト提出資料    （換算レート：1BAHT＝2.67 円） 

 

3-2 アウトプットの実績 

 

3-2-1 プロジェクト活動の達成状況 

プロジェクトの各成果の達成状況は次のとおりである。各分野の成果の達成度については第 4

章にて詳細な達成度が述べられるため、本章では PDM に基づき、簡潔にまとめることとしたい。 

 

（１）森林経営情報分野 

 ＜成果１：森林経営のための情報が REX センターに蓄積される＞ 

指標 結果（2004 年 8 月時点） 

1-1 直接・間接のターゲ

ットが、REX プロジ

ェクトや情報ネッ

トワークを通じて

持続可能な森林経

営技術についての

情報を受け取る 

さまざまな森林経営情報の伝達手段がプロジェクト期間中に試みら

れ、東北タイ地域における小規模造林者及びその他造林関係者に対

して必要な情報が送られた。 

1-2 森林経営データが

頻繁に最新化され

る 

計画された全ての調査は実施され、収集データの分析・入力が行わ

れた。苗木生産配布に関する情報も配布の度に記録されている。デ

ータベース管理は、今後の RFD による集積データ活用度とシステム

アップグレード及び人材に対する予算配分に大きく左右されると思

われる。 

＜まとめ＞ 

 REX 情報センター及び 4 つの REX センターのコンピューターが LAN ケーブルで結ばれ、4

つのデータベース（苗木生産配布、木材流通加工業者、造林地記録、研修実施）へのアクセ

スが可能となった。その結果、森林経営情報が REX 情報センターに蓄積され、RFD に集約

されることになった。今後は、安定かつ迅速なデータ送信を確保するためにインターネット

2000 2001 2002 2003 2004 合計

Center１ - 1,054,130    867,500       413,375       395,036       2,730,041       

Center２ 1,086,911    1,995,905    2,259,400    1,696,300    1,704,500    8,743,016       

Center３ 1,969,103    829,205       884,200       433,930       1,952,320    6,068,758       

Center４ - 2,102,205    2,297,730    1,196,250    1,481,470    7,077,655       

REX IC - 196,420       150,000       160,000       170,000       676,420         

合計（BAHT） 3,056,014    6,177,865    6,458,830    3,899,855    5,703,326    25,295,890     

合計（円） 8,159,557       16,494,900     17,245,076     10,412,613     15,227,880     67,540,026        

年度

REX Center
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指標 結果（2004 年 8 月時点） 

回線のアップグレードが望まれる。 

 東北タイ地域の小規模造林者や造林普及関係者への森林経営に関する情報の普及は、ラジオ

放送、ニュースレター、リーフレット、情報展示コーナー、造林普及ネットワーク、木材市

場フェア、ホームページや E メール等のさまざまな手段を通じて試みられた。 

 本プロジェクトの影響を受けて結成された「造林・木材製品・木材バイオマス協会（Wood 

Plantation, Products and Energy Society）」による炭焼きに関するネットワーク構築など、プロ

ジェクト成果のさらなる普及が期待できる。 

 結果、森林経営情報分野の成果目標は達成されつつあると言える。 

 

（２）森林経営技術分野 

 ＜成果２：小規模造林地における森林経営技術が改善される＞ 

指標 結果（2004 年 8 月時点） 

2-1 優良母樹、挿し木

苗、樹種、品種、技

術報告書の数  

・精英樹の選定・登録：11 種、254 本 

・クローンバンクの設置：3 箇所、1 種（ビルマカリン）、57 系統、

940 本 

・採種園の設置：1 箇所、1 種（ビルマカリン）、25 系統 

・採穂園の設置：4 箇所、1 種（ユーカリ）、4 変種、56 系統 

・挿し木苗の生産：11 種 21 千本（2001 年）、2 種 47 千本（2002 年）

・挿し木苗生産用温室の設置：4 箇所（4 センターごと、ただし 1 箇

所は修理中） 

・技術報告書：2 報告書 

2-2 試験地と技術報告

書の数  

・試験林の設定：67 箇所 

・試験地の活用：11 課題で訓練生を対象としたデモンストレーショ

ンを実施 

・技術報告書：18 報告書（完成 5、暫定版 4、取りまとめ中 9） 

2-3 訓練の題材の数 ・展示コーナーの設置：4 箇所（4 センターごと） 

・万能木工機、簡易木工用ロクロ：万能木工機 2 台、簡易木工用ロ

クロ 1 台（短期専門家の派遣による技術改善を実施） 

・炭焼き窯の設置：2 箇所、6 基 

・技術報告書：2 報告書 

2-4 センター報告書の

数  

・展示林の整備に関する報告書：年度ごと 

2-5 ハンドブックとマ

ニュアルの数 

・ ハンドブックの数：4 ハンドブック（英語 4、タイ語 2） 

・マニュアルの数：4 マニュアル（各年度の報告書及び技術報告書を

とりまとめたもの） 

＜まとめ＞ 

 本分野に関するほぼ全ての活動は計画通り実施された。 
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指標 結果（2004 年 8 月時点） 

 苗畑技術、造林技術、林産品利用法及び既存の展示林整備等、それぞれの分野において森林

経営技術が改善された。 

 プロジェクト対象の樹種に関するさまざまな技術報告書が作成され、実践的かつ持続的な森

林管理モデル構築に必要な基礎データが提供された。 

 森林経営にかかるほぼ全ての分野をカバーしたマニュアルが作成された。 

 結果、森林経営情報分野の成果目標は達成されつつあると言える。 

 

 

 

（３）訓練・普及分野 

 ＜成果３：森林経営のための情報･技術が、RFD 及びそのネットワーク活動により住民に伝達

される＞ 

指標 結果（2004 年 8 月時点） 

3-1 訓練修了者の 80％

が満足している（訓

練がどの程度農民

のニーズに合致す

るか） 

訓練カリキュラム策定前には、プロジェクトによるニーズ調査が実

施され、訓練後はアンケート調査が行われた。その結果は訓練カリ

キュラムに反映されている。アンケート結果によると、約 99％の訓

練修了生が訓練内容に満足していると報告されている。 

3-2 新しい訓練コース

と訓練参加者の数 

・訓練コース数：74 コース 

・REX センターにおける訓練修了者数：2,776 名（2004 年 7 月時点）

この数はプロジェクトエリア内の小規模造林者及び造林関係者を

含む。 

3-3 訓練修了者の 30％

が訓練で受講した

内容を実践してい

る 

訓練後のモニタリング及び評価調査の結果、約 37％の訓練修了者が

モデルエリアにおいて訓練にて培った知識や技術を導入していた。

 

3-4 モデルエリアの造

林者が 10％増加す

る 

2001 年から 2004 年の新規造林者数：621 名 

1994 年から 2000 年の新規造林者数は 311 人であったため、比較する

と 200%増。 

＜まとめ＞ 

 プロジェクト期間中、普及ニュースレター、巡回林業普及活動、村落集会、巡回指導、林業

普及センター、林産物販売コーナー等、さまざまな普及手段が試行された。これら活動をプ

ロジェクトから継続的に行うことで、森林経営情報及び技術がモデル地域の小規模造林者に

伝達され、地域内の造林者が 200%増加し、248,400 本以上の苗木が無償配布された。 

 3-1 の訓練修了生の満足度については、訓練修了生からより正確な情報を得るためには、ア

ンケート調査票の質問方法について改善の余地があったと思われる。また、それぞれの訓練

カリキュラムはターゲットグループのニーズ・需要に合わせてデザインされていたため、「造
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指標 結果（2004 年 8 月時点） 

林・森林経営」という観点よりも、即収入に結びつく「木材利用」や「小径木」に関する訓

練に偏る傾向があった。特に、プロジェクトの後半においてそれが顕著だったと思われる。

 普及活動に関して取りまとめられた普及ガイドブックが 2004 年 8 月に作成された。 

 成果指標は全て達成されており、成果レベルの目標は達成したと言える。 

 

 

（４）モニタリング分野 

 ＜成果４：モニタリングの結果が、プロジェクト活動の改善に活用される＞ 

指標 結果（2004 年 8 月時点） 

4-1 定期的に各活動が

改善される 

PO 及び年次計画のレビュー、分野間のセクション・ミーティングの

結果、全ての活動の進捗は適切にモニタリングが行われていた。 

4-2 各センター間で情

報、技術、訓練･普

及部門の情報が共

有、フィードバック

される 

各 REX センターにおける活動を効果的・効率的に実施するため、セ

クション・ミーティング、センター間のセンター・ミーティング、

そしてプロジェクト・ミーティングが開催され、進捗確認と意見交

換が行われた。しかし、それらミーティングの結果が各センターへ

確実にフィードバックされるような仕組みが必要だったと思われ

る。 

＜まとめ＞ 

 本プロジェクトのモニタリングは PO 及び年次計画に基づき行われ、その結果はプロジェク

ト実施の円滑化及び改善のために適切に反映されていたと思われ、成果の指標としては概ね

達成していると思われる。 

 しかし、プロジェクトの活動のみに重点を置くのではなく、プロジェクト目標や上位目標の

達成度に関しても行われることが必要である。 

 

 

3-2-2 プロジェクト目標の達成状況 

＜プロジェクト目標：プロジェクト対象地域内の小規模造林地において、持続可能な森林経営技

術の改良･普及可能な体制が整う＞ 

 

本評価調査の結果、上記 3-2-1「プロジェクト活動の達成度」にも記載されているとおり、本

プロジェクトの個々の活動のアウトプットについては十分な成果を出しており、森林経営に関す

る必要なデータ、技術、普及資料等が全て取りまとめられたと思われる。しかし、本プロジェク

ト目標を達成させるためには、それらのアウトプットを統合・整理し、プロジェクト･エリアに

留まらず、広く東北タイ地域に住む小規模造林者に対してもプロジェクトの成果を普及できるよ

うにすることが重要である。そのためには、プロジェクト目標達成の指標のひとつである「プロ

トタイプ」の明確化をプロジェクト終了までに取り組む必要がある。 
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指標 結果（2004 年 8 月時点） 

1. 新しいモデルエリア

設置のための4つのプ

ロトタイプが明確と

なる 

上記のとおり、個々の活動の成果は達成された。しかし、各センタ

ーにおいてそれら成果を整理・統合し、成果を普及するための普及

パッケージ（プロトタイプ）を作成することが必要である。 

2. 新しいモデルエリア

設置のためのマニュ

アルなど全ての関連

する資料が収集され

参考として利用でき

る 

普及ニュースレター、パネル、リーフレットが発行され、展示コー

ナーが設置された。技術マニュアル及び普及ガイドブックがプロジ

ェクト終了時までに取りまとめられる予定。従って、参考資料とし

て活用できる資料はほぼ全て取りまとめられたといえる。 

 

3-2-3 上位目標の達成度 

＜上位目標：プロジェクト対象地域内の小規模造林地において、持続可能な森林経営技術が実践

される＞ 

PDM による指標は以下のとおり。 

（１） 新しい活動を起こした農家の数とその活動種類（例；造林地サイズの変化、情報の利用、

苗畑計画等） 

（２） 共有林の数 

（３） 農民の意識の変化（農民がプロジェクトに興味を持つ） 

 

 本評価調査では、現時点での上位目標の達成度をレビューした。その結果、本プロジェクトは

各モデルエリアにおいて持続的な森林経営管理の意義を実証し、同活動を農民に対して推進し、

彼らの意識・関心度を高めることができたといえる。従って、今後もそれぞれの REX センター

によって本プロジェクト成果の普及活動が継続的に東北タイ地域内の他地区（タンボン）や他郡

（アンプー）に対して行われれば、今後 3年間で上位目標が達成される見込みは十分大きいだろ

う。 

 

 上位目標の達成度は、今後の東北タイにおける共有林の数についても評価される。2004 年 8

月時点では、RFD では 1,643 の共有林があると記録されているが、将来この数が増えていれば、

同数値は本プロジェクトが持続的な森林経営管理に対してインパクトを及ぼした、あるいは貢献

したといえるひとつの指標となるだろう。 

 

3-3 実施プロセスにおける特記事項 

  

日本側とタイ側による連携への努力の結果、全ての活動は計画どおり実施され、REX センター

毎の特徴や進捗に応じたさまざまな活動が行われていた。日本人専門家及びカウンターパートを

含むプロジェクト・チームは、PDM や PO などプロジェクトの枠組みをよく理解し、全ての活動

は同枠組みに沿って実施されていたといえる。 
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 また、NGO や大学、県の森林事務所、篤林家等との連携も、本プロジェクトの効果的な実施

を促した要因のひとつだろう。 
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第４章 分野別評価結果 

 

4-1 森林経営情報分野 

 

4-1-1 各活動の達成状況 

 森林経営情報分野の活動は、図が示すとおり「森林経営のための情報が RFD（王室林野局）に

蓄積される」という成果目標を達成するために、(活動 1-1)森林経営情報・データを収集・分析

する、（活動 1-2）データベース管理システムを構築する、（活動 1-3）情報伝達システムを開発

するという 3 つの主活動から構成されている。REX4 センターの森林経営情報分野（FMI）セク

ションの職員が活動 1-1 と 1-3 を、またバンコクの RFD に設けられた REX 情報センター職員が

中心となって活動 1-2 を実施した。各センターにおけるカウンターパート配置は表 10 のとおり

であり、日本側はチーフアドバイザーが担当した。 

 

 

 
 

図 1： 森林経営情報分野の論理構成 

 

1．森林経営のための情報
がRFDに蓄積される

1-1　森林経営情報を収
集・分析する

(1)社会経済、市場、農
民ニース、プロジェク
トインパクト調査を実
施する

(2)森林経営技術（苗
畑、造林、アグロフォ
レトスリー、林産品利
用等の調査を実施す
る。

(3)情報を分析する

1-2　データベース管理　　
システムを構築する

(1)REX情報センターを
設立する

(2)情報・データを蓄
積・分析する

(3)情報を更新する

1-3　情報伝達システム
を開発する

(1)小規模造林に係る森
林経営ネットワークを
構築する

(2)プロジェクト活動の
伝達・広報手段を開発
する。

成果

活動

詳細活動

プロジェクト対象地域において小規模造
林地における持続可能な森林経営技術を
改良・普及可能な体制が整う

プロジェクト目標
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表 10： 森林経営情報分野の C/P 数 

 センター１ センター2 センター3 センター4 情報センター

C/P 数 2 3 3 1 2 

出所：プロジェクト提出資料 

 
各活動の達成度は、以下のとおり。 

 

（活動 1-1）森林経営情報・データを収集分析する 

活動 1-1 は、社会経済、木材・林産物市場、民有地造林（造林家ニーズ）、プロジェクトのイ

ンパクト等のデータを現地調査で収集するという詳細活動 1、苗畑、造林、アグロフォレストリ

ー、林産品市場等のデータを主に既存資料（タイ語・英語・日本語）から収集するという詳細活

動 2、最後に収集したデータを分析するという詳細活動 3から成り立っている。 

 

表 11 が示すとおり、プロジェクト期間中に①社会経済調査（Socio-economic survey）、②木材・

林産物市場調査（Marketing survey）、③民有造林地実態調査（Needs survey）、および④インパク

ト調査（Project Impact survey）が計画通り実施された。 

表 11： フィールド調査の種類と実施状況 

 社会経済調査 木材・林産物市場調査 民有造林地実態調査 インパクト調査 

調査時期 1. 2000 年 4 月～9 月 

2. 2002 年 4 月～7 月 

センター毎に毎年実施

 

センター毎に毎年実

施 

1. 2003 年 8 月～9 月

2. 2003 年 10 月～12

月 

目的及び調

査項目 

第 1 回調査：社会経済

ベースライン及び私

有地における非経済

目的の植林へのイン

センティブを探る。

（しかし、実際の調査

内容は、住民による森

林利用の変化と地域

的傾向、森林管理・植

林植樹活動の現状を

調査） 

 

第 2 回調査：階層別造

林者の特徴分析、造林

結果・成績等の傾向把

握、階層差や造林目的

等の地域的な差異 

東北タイにおける木

材、林産物の流通事情

を把握することによ

り、本プロジェクトが

対象とする小規模土地

所有者に対する造林普

及、森林経営計画/情報

の提示方針、内容に反

映させる。 

優良造林家及び造林

地の実態を把握し、小

規模森林経営、小規模

造林実施に必要な技

術開発や普及訓練活

動に役立てる。 

 

調査項目は、対象者の

社会経済状況（基本デ

ータ）、造林ニーズ（ニ

ーズデータ）、造林木

の成長状況等（フィー

ルドデータ）の 3 つに

大別される。 

各モデル地域で実施

された造林普及活動

のインパクトを検証

し、普及活動を継続

させるための手法の

検討に役立てる。 
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 社会経済調査 木材・林産物市場調査 民有造林地実態調査 インパクト調査 

対象地域 ナコンラチャシマ、コ

ンケン、マハサラカム

県の 17 村 

各センター管轄下 18県

（669 業者） 

１調査あたり 1～2 郡/

１センター、1 郡あた

り 100～150 世帯を目

安とする。 

各センター毎のモデ

ル地域（4 箇所） 

調査手法 第 1 回：定性的面接調

査（フリーインタビュ

ー）、第 2 回民有造林

地調査結果の統計的

分析、質問票を用いた

面接調査等 

質問票による面接調査 質問票による定量調

査 

既存調査結果のレビ

ュー、PRA、インタ

ビュー調査 

実施者 短期専門家（チーフア

ドバイザー、CP、セ

ンター職員）が中心 

各センターの情報部門 短期専門家が中心と

なり、センターごとに

3～5 名からなる調査

チームを 1～2 チーム

編成する。 

チーフアドバイザ

ー、インターン、CP,

センター職員 

出所： 生方史数、東北タイ造林普及計画社会経済調査分野専門家報告書、2000 年 9 月、2002 年 7 月 

 鈴木忠徳、東北タイ地域における木材・林産物流通市場概要、2002 年 4 月 

 鈴木忠徳、民有像林地実態調査結果、2002 年 2 月 

 増子 博、東北タイ造林普及計画 II、森林経営情報分野専門家報告書、2002 年 1 月 

  鈴木忠徳、石坂浩史、モデルエリア調査（REX2 の造林行動へのインパクトについて、2004 年 3 月 

 

また、苗畑、造林、アグロフォレストリー、林産品市場等のデータは常時収集・分析され、デ

ータベースに保存されていることを確認した。 

 

（活動 1-2）データベース管理システムを構築する 

活動 1-2 は、前述の活動 1-1 で収集した森林経営情報をデータベースとして保存し、使いやす

い情報管理システムを構築するという活動である。ここでは、中央情報センターとしての機能が

期待される REX 情報センターをバンコクの RFD 館内に設立し、各センターの情報セクションが

収集したデータを一括管理し、情報を更新するという 3つの詳細活動から成り立っている。 

 

RFD 本部の一室に設置された REX 情報センターには、Pentium 4 の CPU と 200GB のハードデ

ィスク（RAM512MB）を搭載したサーバーが設置され、各 REX センターのサーバー（同 40GB）

とは電話回線（56kbps）で結ばれている。中間評価時点で、ヤソトンのセンター3 には電話回線

が来ていない状況であったことを鑑みると、格段の進歩である。また、各 REX センター内のコ

ンピューターは、LAN ケーブルで結ばれ、各セクションからのデータへのアクセスが可能になっ

た。しかしながら、56kbps の電話回線で送信できる情報量は限られており、少なくとも ADSL へ

のアップグレードが望まれている。 
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データベースに関しては、①苗木生産配布（Seedling Distribution System）、②木材流通加工業者

（Wood market and Wood Product System）、③造林地記録（Plantation Record System）、④研修実施

（Training System）の 4 つが現地コンサルタントによってプログラムされ、プロジェクトの終了

までには、統合された REX 情報システムとしての運用が始まる予定である。また、プログラム

の内、②と③のデータは RFD のメインフレームに統合される予定であり、将来への発展性を残

している。 

 

（活動 1-3）情報伝達システムを開発する 

この活動は、不特定多数を対象に、森林経営情報を発信するという目的で行われている。4-3

にて後述する訓練・普及分野がモデル地域を対象としているのに対し、広域受益者を対象として

いる。そのため、表 12 に示すとおり、多種多様な情報伝達システム(手段)が試みられた。 

 

 表 12： 広域広報活動の手段と実施状況 

手段 実施状況 

ニュースレター 

年 4 回から年 3 回へと変更されたが、16 ページ（表紙・裏表

紙カラー版）のニュースレターが第 10 号まで発行された。

一回の発行部数は 2000 部、印刷コストは 3 万バーツ、郵送

代は封筒代込みで 1 通あたり 6 バーツ。配送先は、政府機関、

NGO、木材加工・製品販売会社、造林地所有者、農民銀行、

ショッピングセンター等）。また、発行部数が少なく需要に

満たないこと、一方で、農民が移転しニュースレターが届い

ていないことなどの問題点が指摘されている。 

情報展示コーナー 

森林経営情報の発信と REX プロジェクトのプロモーション

を目的とする情報展示コーナーを設置。デモンストレーショ

ン・プロットやログハウス、林産品や木工家具等を展示して

いる。タッチパネル（スクリーン）による情報提供が将来に

向けて提案されている。 

パンフレット、ポスター 多数作成され、ネットワークを通じて配布されている。 

ホームページ（HP）/E メ

ール 

REX の HP を RFDHP 内に開設し、E メールのあて先を設置

済。また、各センター毎に HP と E メールアドレスを開設。 

ラジオ放送 

センター4（ナコンラチャシマ）で、タイ陸軍ラジオ局（AM

局）を利用して 26 回放送。また、テレビスポットで 3 回放

映。 

展示会やフェアー 
苗木の配布時やモデル地域で、森林経営情報を展示する活

動。センター毎の特技を活かし、多様な展開を行っている。 
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造林普及ネットワークの

構築 

センター4 で、2002 年 6 月に「Reforestation and Extension 

network」セミナーが開催され、40 人の造林関係者が参加し

た。その場で、「 South-E-San Reforestation and Extension 

Network」の構築が提唱された。後により現実的な「Wood 

Plantation, Products and Energy Society（「造林・木材製品・木

材バイオマス協会」）」に変更され、活動を継続している。 

  出所：第１回、第２回、第３回 JCC ミーティング報告書 

 

各センターともそれぞれの情報・広報活動を計画通り滞りなく実施しているが、プロジェクト

終了後を見越して、最も有効な広報活動の特定を進めると良いと思われる。 

 

4-1-2 成果の達成状況 

森林経営情報分野の成果（成果 1）は、「森林経営のための情報が RFD に蓄積される」であり、

その達成度を測る指標として、以下の 2つが挙げられている。 

 
 
 
 
 
 
 
表 12 に纏めたとおり、多種多様な広域情報伝達活動が実施されており、東北タイの小規模造

林者（直接ターゲット）のみならず、政府関係者、NGO、木材加工業者、木材流通業者、および

学校関係者等の間接ターゲットが持続可能な森林経営技術の情報を受け取ったと言える。TV や

ラジオ放送、看板や展示コーナーの来訪者等、不特定多数のため、定量的に検証できないのが残

念であるが、5年間の活動の結果として、REX からの情報を受信した人数はかなりの数に上ると

思われる。 

 

また、現在構築中の REX データベースには、前述した 4 つのプログラムに①木材流通加工業

者、②小規模造林地、③訓練・普及、④苗木生産配布に関する情報が蓄積されつつあり、必要な

情報は各センター職員によって、現在も収集、分析、入力されている。まだ REX データベース

が完全に構築されたとは言えないが、RFD のメインデータベース・サーバーに統合されるデータ

も含まれることから、森林経営データが頻繁に最新化される可能性は高い。 

上記の調査結果により、森林経営情報分野の成果目標は達成されつつあると言える。 

 

4-1-3 プロジェクト目標への貢献 

東北タイという広域を対象とする本プロジェクトにおいて、「持続可能な森林経営技術の改

良・普及可能な体制」を整えるために必要な情報をデータベースに蓄積し、不特定多数の小規

模造林家及び支援者に対してプロジェクトのメッセージを発信し、「造林・木材製品・木材バイ

 

指標 1-1： 直接・間接のターゲットが、REX プロジェクトや情報ネットワークを通じて持

続可能な森林経営技術についての情報を受け取る。 

指標 1-2： 森林経営データが頻繁に最新化される 
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オマス協会」の結成など新たな動きを生み出した「森林経営情報分野」の貢献度は高いと評価

できる。 

 

4-1-4 本分野の課題および専門分野の所感 

急速な IT 化が進むタイにおいて、情報整備は急務である。また、前項で述べたとおり、「森林

経営情報分野」の活動と成果の妥当性および有効性は高いと言える。しかしながら、データベー

ス・プログラムやコンピューター・ネットワーク・システム等は、本評価調査時点で試用期間で

あり、各センターや REX 情報センターの職員が充分使いこなせる状況にあるとは言いがたい。

さらに、日々進化し、巨大化するデータ容量をスムーズに交信するためには、少なくとも ADSL

等の導入が必要になる。したがって、プロジェクト終了時までに完成するシステムを RFD が今

後どのように改良・改善・活用していくかが、プロジェクト目標ならびに上位目標の達成を担う

鍵といえる。 

 

訓練・普及分野の活動と重なる部分もあるが、不特定多数をターゲットとした情報伝達部門に

おいても、「炭焼」への関心が高い。センター4で結成された「造林・木材製品・木材バイオマス

協会」では、その名が示すとおり「森林経営グループ」、「林産品グループ」および「炭焼グルー

プ」の 3グループから構成されているが、定例会を開催し、活動を継続しているのは「炭焼グル

ープ」のみである。その理由として、木炭や木酢液を商業化し、販売ルートを拡大できるリーダ

ーが存在し、メンバーは直接的な収入を得ることができることが挙げられている。今回訪問した

家具店では、原材料となるユーカリ木の減少を危惧し、REX に協力して近隣の小規模造林家に苗

木の無償配布と造林技術の伝達を図るという動きも出てきている。木材需要の高まりが造林活動

を促すか、木炭や木酢液の製造のために造林するようになるか、今後の展開を注意深く見守る必

要があると思われる。 

 

森林経営情報分野の自立発展性を高め、プロジェクトのインパクトをより広範囲に波及させる

ためには、以下のような活動が必要であると考える。また、事後評価の段階で、少なくとも REX

センター4 と REX 情報センター間のブロードバンド化が進み、情報が随時更新され、センター職

員や関係者のみならず、ターゲットグループである小規模造林者が簡単にその情報を入手できる

ような状態になっていれば、本分野に関する上位目標は達成されたと言えよう。 

 

① プロジェクト終了までに完成予定のデータベースシステムが完全に運用されるように確認

する。 

② 既存の電話回線がデータ容量の許容範囲下にあるかどうかを確認し、早急なブロードバンド

化を RFD に提案する。 

③ データベースが新規プロジェクトの計画や政策策定等に活用されるように、情報センターの

機能と情報の精度を高める。 

④ 情報管理に必要なハード・ソフト両面を改善するための予算と人員確保を RFD に要求する。 

⑤ 各センターの職員のコンピューター技能を高める。 

⑥ 県レベルの森林事務所やタンボン事務所（Tambon Administration Office）に設置されたコン
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ピューターを常時確認し、農民への波及を図る。 

⑦ 学校等のコンピューター導入状況を確認し、アクセスがある学校には、REX ホームページ

の苗木配布データベース等の情報を伝達する。 

 

IT 化を推進する一方で、展示コーナーや技術ハンドブックなどの従来の媒体を継続し、デジ

タル・ディバイドが生じないように配慮する。 

 

4-2 森林経営技術分野 

 

4-2-1 各活動の達成度 

（１）森林経営技術分野の論理構成 

森林経営技術分野の活動は、「小規模造林地における森林経営技術が改善される」という成果

目標を達成するため、活動 2-1 苗畑技術の改善、活動 2-2 造林技術の改善、活動 2-3 林産品利用

法の改善、活動 2-4 展示林の改善、そして活動 2-5 森林経営ハンドブックの作成という 5つの柱

で構成されている（図 2）。そして、このような森林経営分野の活動の成果が、情報分野及び訓練・

普及分野における活動の成果と相俟って、「プロジェクト対象地域において小規模造林地におけ

る持続可能な森林経営技術を改良・普及可能な体制が整う」というプロジェクト目標の達成に貢

献するという論理構成となっている。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2：森林経営技術分野の論理構成 

 

主題プロジェクト対象地域において小規模造林地における

2．小規模造林地における森林経営技術が改善される

2-1 苗畑技術 
の改善 

2-2 造林技術

の改善

2-3 林産品利

用法の改善

2-4 展示林の改

  善 
2-5 森林経営ハ 

ンドブック 
  の作成 

(1)良質種子とク 
ローン生産技術 
の改良 

(2）良質苗木生 
産技術の改善 

(1)高い生存率と

成長のための植

栽技術の改善 

(2)保育技術の改

 善 

(3)更新技術の改

善 

(1)林産物利用 
技術の改善 

(2)林産物の展

示・普及

プロジェクト目標 

成果 

活動 

詳細活動 

持続可能な森林経営技術を改良・普及可能な体制が整う
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なお、プロジェクト目標にある「持続可能な森林経営」は、極めて幅広い概念であり、実際の

プロジェクト活動との関連性が必ずしも明確でなかったこと等から、プロジェクト開始当初にお

いて、その概念整理のための議論にかなりの時間を費やした。この議論を通して、5 つの活動項

目の中に林産品利用法の改善が含まれていることの意味やこれらの活動項目が循環サイクルを

形成していることなどについて、プロジェクト内の共通認識が醸成された（図 3）。 
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図 3：持続可能な森林経営のイメージ（プロジェクト内の議論を通じて作成） 
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また、2000 年 5 月に開催された森林経営技術分野の会議において、森林経営技術分野の活動の

目的及び役割が以下のようにとりまとめられ、プロジェクトにおける他の分野との役割分担が明

確にされた。 

 
１） 森林経営技術に関する情報／データを収集すること 

２） 収集された情報／データを造林者のために取りまとめること 

３） 造林者のために取りまとめられた技術情報を情報分野と訓練／普及 

分野を通じて提供すること 

４）訓練のために展示場所やフィールドを提供すること 
 
さらに、森林経営技術分野の活動の成果は、直ちに情報分野や訓練／普及分野の活動に反映さ

せ得るような具体性を求められること等から、以下の 3樹種が技術改善のターゲット樹種として

選定された。 

① ユーカリ（Eucalyptus camaldulensis） 

② チーク（Tectona grandis） 

③ ビルマカリン（Pterocarpus macrocarpus） 

 
これら 3樹種のうちのユーカリについては、既にパルプチップの生産を目的とした技術が実用

化されていたため、家具や住宅用材など付加価値の高い素材を生産するための技術改善を目指す

こととされた。また、チークについては、フェーズ 1 において積極的に造林が進められており、

その収益性が高いことが実証されていたことから、伐期（経営サイクル）の短縮化や品質の高い

素材を生産するための技術改善に重点を置くこととされた。さらに、ビルマカリンについては、

もともと東北タイ地域になじみの深い樹種であり、各種用材としても利用価値が高く、今後の有

力な造林樹種と考えられているが、生育特性等の基礎的なデータが不足していること等から、苗

木生産技術の改善を含め全般的なデータ収集を図ることとされた。 

 

（１）活動の実施状況 

森林経営技術分野における 5つの活動項目ごとの実施状況は以下の通りである。 

なお、表にあるように、各活動については、適地適木の考え方として効率的、効果的に技術改

善が図られるよう、計画段階で各センター内の地域特性や調査実績、さらには C/P の配置、力量

などを考慮し、どのような活動内容をどのセンターで行うかが協議・決定された。 

 

（活動 2-1）苗畑技術の改善 

苗畑技術の改善に関する活動については、良質種子とクローン生産技術の改善について4課題、

良質苗木生産技術の改善で 3課題がそれぞれ実施された（表 13）。 
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表 13：苗畑技術の改善に関する活動 

番

号 
詳細活動 活動内容 

実施者    

（REX センター） 

1 精英樹の選定 全 

2 
ビルマカリン（Pterocarpus macrocarpus）のオリジナルク

ローンバンクの設置 
1,2,3 

3 ビルマカリンの採種園の設置 3 

4 

良質種子とクローン生産

技術の改善 

ユーカリ（Eucarlyptus camaldulensis 等）の採穂園の設置 全 

5 挿し木苗の生産 全 

6 
REX トレーとプラスチック袋を使用した場合のビルマカリ

ンの成長に及ぼすコンポストと化学肥料の影響 
1 

7 

良質苗木生産技術の改

善 

ユーカリのクローン（T5 及び P11）の萌芽に関する調査 1 

出所：岡林専門家、技術報告書を基に作成 

 

（活動 2-2）造林技術の改善 

 造林技術の改善に関する活動については、4センターのモデルエリア内に 67 箇所の試験林が設置さ

れ、植栽及び保育試験が実施されるとともに、森林経営を進める上で必要な基礎的データの収集等 18

課題の活動が実施された（表 14）。 

 
表 14：造林技術の改善に関する活動 

番

号 
詳細活動 活動内容 

実施者（REX セ

ンター等） 

1 
植栽穴の大きさ及び植栽方法が Hopea odorata の成長に及ぼ

す影響 
4 

2 
ポリマーとコンポスト及び下刈りが Dipterocarpus alatus の成

長に及ぼす効果 
3 

3 
緊密土壌における耕うん、施肥及びマルチングが  ビルマカ

リンの成長に及ぼす効果 
2 

4 
キャッサバ耕作地における数種の樹木に関する植栽モデルの

違いによる成育特性 
4 

5 

高い生存率と成長の

ための植栽技術の

改善 

 

２年生ユーカリ造林地への数種類の樹下混植 4 

6 チーク（Tectona grandis）の枝打ち技術に関する調査 3,4 

7 ビルマカリンの枝打ち技術に関する調査 1,2 

8 ビルマカリンに関する異なる保育技術の効果 1,2,4 

9 ユーカリの成長に与える間伐の影響 2 

10 間伐実施後のチークの成長率に関する調査 3 

11 

保育技術の改善 

チーク造林地の間伐試験と樹幹解析 1 
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番

号 
詳細活動 活動内容 

実施者（REX セ

ンター等） 

12 間伐及び枝打ち実施後のチークの成長率に関する調査 3 

13 

 

数樹種（チーク、ビルマカリン、ニーム）の成長量解析 1,2,3,4 

14 更新技術の改善 
根株の大きさと萌芽本数がユーカリ萌芽林の成長に及ぼす影

響 
3 

15 東北タイにおけるチークの収穫予想 短期専門家 

16 東北タイにおけるチーク造林地の適地判断 短期専門家 

17 チーク林の経営計画とその収益性分析の試み 短期専門家 

18 

その他 

東北タイにおける小規模農家によるチーク造林経営の収益性

分析 
短期専門家 

 
出所：岡林専門家、技術報告書を基に作成 

 
（活動 2-3）林産品利用法の改善 

 林産品利用法の改善に関する活動については、5つの課題が実施された（表 15）。 

このうち、林産物利用技術の改善に関しては、センター4 のモデルエリアで日本の環境 NGO

により岩手式の炭窯による製炭法が紹介されたことが契機となって、RFD の研究者と共同で木炭

生産試験が実施されるとともに、短期専門家によるチエーンソーの使用方法や目立て等に関する

技術訓練の実施及び小径材利用技術の向上が図られた。また、林産物の展示・普及に関しては、

各センターに地域産の木材を使用した展示棟が建設され、情報展示コーナーにおいて林産物の加

工事例が紹介された。 

  
表 15：林産品利用法の改善に関する活動 

番

号 
 詳細活動 活動内容 

実施者      

（REX センター等） 

1 日本式窯によるユーカリの炭と木酢液づくりの効果に関する調査 4 

2 木酢液が６種の郷土樹の成長に与える効果 1 

3 林業機械訓練 短期専門家 

3,4 
4 

林産物利用

技術の改善 

REX の小径材利用工房における小径材利用技術の向上 
短期専門家 

5 
林産物の展

示・普及 
情報展示コーナーの設置 1,2,3,4 

 
（活動 2-4）展示林の改善 

 展示林の改善に関する活動については、RFD の予算措置により REX1 で設置された 10 箇所の

展示林が着実に整備された（表 16）。 
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表 16：展示林の整備状況 

区分 2002 年 2003 年 

植栽 280ha 272ha 

保育 5,500ha 4,500ha 

     出所：技術報告書 

 
なお、センター4 では、これらの展示林を活用した造林技術試験（植栽穴の大きさ及び植栽方

法が Hopea odorata の成長に及ぼす影響、ビルマカリンの枝打ち技術に関する調査等）が実施さ

れ、センター3では、展示林にビルマカリンの採穂園が造成された。 

 
（活動 2-5）森林経営ハンドブックの作成 

 森林経営ハンドブックの作成に関する活動については、森林経営技術に必要な既存のデータや

収集された情報又はプロジェクトで得られた成果に基づき、森林経営技術の分野別ハンドブック、

年度別の技術報告書及び REX フェーズ 2 で作成した各種の技術報告書をとりまとめたものが作

成された（表 17）。 

表 17：森林経営ハンドブックの作成に関する活動 

番

号 
活動内容 活動の成果 

実施者     

（REX センター） 

1 技術ハンドブック 全 

2 森林調査ハンドブック 全 

3 林木育種ハンドブック（英語、タイ語） 全 

4 森林経営ハンドブック 全 

5 森林経営技術部門 2000 年度年次報告 全 

6 森林経営技術部門 2001 年度年次報告及び 2002 年度年次計画 全 

7 森林経営技術部門 2002 年度年次報告及び 2003 年度年次計画 全 

8 

森林経営ハンド

ブックの作成 

REX2 における森林経営技術部門の活動記録 全 

出所：岡林専門家、技術報告書を基に作成 

 

4-2-2 成果の達成状況 

（１）成果の指標 

プロジェクトの開始当初においては、以下の 2 項目が森林経営技術分野における成果の達成

状況を評価する指標とされていた。 

 

 

 

 

 

 

旧成果 2の指標： 

 

指標 2-1： 新しい技術が農民に理解され活用される。 

指標 2-2： 新しい技術を活用したモデル林の完成 
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しかしながら、2002 年 7 月から 8 月にかけてタイ国に派遣された中間評価調査団によって、

このような指標では PDM の論理構成上の問題があるとして、その見直しの必要性が指摘され

た（枠内参照）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

このような指摘を踏まえ、森林経営技術分野の会議が重ねられ、2003 年 7 月に開催された第

3 回 Joint Coordinating Committee Meeting(JCC)において、PDM に記載された森林経営技術分野

の成果 2（＝「小規模造林地における森林経営技術が改善される」）の評価指標を下記の内容に

変更することが了承された。 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

（２）活動項目別の分析 

 表 18 は、5つの活動項目ごとに前述の指標に基づいて成果の達成状況を整理したものである。 

 

表 18：成果の達成状況一覧表 

結果 
活動項目 成果指標

項目 内容 

精英樹の選定・登録 １１種、２５４本 

クローンバンクの設置 3 箇所、１種（ビルマカリン）、５７系統、９４０本 

採種園の設置 １箇所、１種（ビルマカリン）、２５系統 

採穂園の設置 ４箇所、１種（ユーカリ）、4 変種、５６系統 

挿し木苗の生産 11 種２１千本（2001 年）、２種４７千本（2002 年） 

2.1 苗畑技

術の改

善 

精英樹、挿

し木苗、樹

種、品種、

技術報告

書の数 

挿し木苗生産用温室の設置 ４箇所（4 センターごと、ただし 1 箇所は修理中） 

＜達成度のまとめ＞ 

・ （略） 

指標上は成果を達成しつつあるようにみえるが、成果 2 の内容を再確認すると、①造

林者（農民）へのアプローチは、主に成果 3 の「訓練・普及分野」の活動範囲であるこ

と、②成果 2 を達成するために設定されている活動の中心は、REX センター職員の森林

経営に関する技術(優良苗木の生産技術の向上や土壌データの収集・解析など)を向上さ

せることの 2点である。この点を考慮すると、上記の指標は成果 2の内容を的確に示し

た指標ではないため、内容の再確認と指標を再検討する必要がある。 

－東北タイ造林普及計画（Ⅱ）中間評価報告書（平成 14 年 10 月）14 頁－ 

新成果 2の指標 

 

指標 2-1：精英樹、挿し木苗、樹種、品種、技術報告書の数 

指標 2-2：試験地と技術報告書の数 

指標 2-3：訓練の題材の数 

指標 2-4：センター報告書の数 

指標 2-5：ハンドブックとマニュアルの数 
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結果 
活動項目 成果指標

項目 内容 

   技術報告書 2 報告書 

試験林の設定 ６７箇所 

試験地の活用 
１１課題で訓練生を対象としたデモンストレーシ

ョンを実施 
2.2 

造林技

術の改

善 

試験地と技

術報告書

の数 
技術報告書 18 報告書（完成 5、暫定版 4、取りまとめ中 9） 

展示コーナーの設置 ４箇所（4 センターごと） 

万能木工機、簡易木工用ロ

クロ 

万能木工機 2 台、簡易木工用ロクロ 1 台     

短期専門家の派遣による技術改善を実施 

炭焼き窯の設置 2 箇所、6 基 

2.3 

林産品

利用法

の改善 

訓練の題

材の数 

技術報告書 2 報告書 

2.4 
展示林

の改善 

センター報

告書の数 

展示林の整備に関する報告

書 
年度ごと 

ハンドブックの数 ４ハンドブック（英語 4、タイ語 2） 

2.5 

森林経

営ハン

ドブック

の作成 

ハンドブッ

クとマニュ

アルの数 
マニュアルの数 

４マニュアル（各年度の報告書及び技術報告書

をとりまとめたもの） 

 
以下、5つの活動項目ごとの分析結果の要点を述べる。 

（活動 2-1）苗畑技術の改善 

精英樹については、既に事業的な優良苗生産が行われているユーカリを除く 11 種類、254 本が

選定・登録された。これらは、東北タイ地域における有力な造林樹種を網羅しており、優良な造

林用苗木を生産していく上での基礎が築かれた（表 19）。 

 

表 19：樹種別、センター別の精英樹本数（技術報告書より抜粋）
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 また、採穂園や採種園が設置され、クローン苗による優良苗木を生産するための育種システム

の構築に向けた基礎的な条件整備が図られたものと考えられる。ただし、現状では、特定の樹種

に偏っており、今後は、樹種を増やして多様なニーズに応える体制を整備していくことが求めら

れよう。なお、全てのセンターで温室が設置され挿し木苗生産体制が整備された。現時点では試

験的な生産段階であるが、ユーカリの発根率が全センター平均で 80％に達するなど、本格的生産

に向けた条件整備が図られた。しかしながら、電力供給上の不都合等から一部の温室については

必ずしも十分な稼動状況にないため、効率的な施設の維持・管理体制を整備することが必要であ

る。 

 
（活動 2-2）造林技術の改善 

ア 植栽 

実施された 18 の調査のうち、「植栽穴の大きさ及び植栽方法が Hopea odorata の成長に及ぼす

影響」、「ポリマーとコンポスト及び下刈りが Dipterocarpus alatus の成長に及ぼす効果」、「緊密

土壌における耕うん、施肥及びマルチングがビルマカリンの成長に及ぼす効果」、「キャッサバ

耕作地における数種の樹木に関する植栽モデルの違いによる成育特性」、「2 年生ユーカリ造林

地への数種類の樹下混植」及び「ビルマカリンに関する異なる保育技術の効果」の造林の初期段

階における 6 つの試験については、現時点では明確な結論が得られるまでには至っていない。 

高い生存率と成長のための植栽技術の改善を図ることを目的として実施されたこれらの調査は、

持続的な森林経営を推進する上で最も基礎的な技術に関するものであり、これらの結果を十分に

分析した上で、プロジェクトの終了後も同様の調査を継続していくことが必要である。 

 

イ 間伐 

間伐に関する調査については、「ユーカリの成長に与える間伐の影響」、「間伐実施後のチー

クの成長率に関する調査」、「チーク造林地の間伐試験と樹幹解析」及び「間伐及び枝打ち実施

後のチークの成長率に関する調査」の 4 課題が実施され、間伐の有効性等が実証された。例えば、

「チーク造林地の間伐試験と樹幹解析」によると、2×4ｍの間隔で植栽された 9 年生のチーク造

林地において、高い間伐率（30％又は 50％）の胸高直径の年輪幅は低い間伐率（15％）の約 2

倍となることが示された。 

 

このような間伐の効果については、各センターの C/P に良く理解され、訓練のフィールドとし

て試験地を活用することによって、訓練／普及分野の活動にも大いに貢献した。ただし、インタ

ビューを通じて、試験地を所有する農家の中には、間伐の実施による残存木の肥大成長の促進効

果を理解できず、間伐の実施に難色を示す者や化学肥料の継続的投入による成長促進のみに固執

する者がいるなど、間伐実施の意義が農民レベルに必ずしも十分に浸透しているとは言えない状

況もみられた。なお、試験データが 2 年程度の限定的なものであること等から、チークの間伐の

適期やチーク以外の樹種の適正な間伐方法を見出すためには、今後も更に多くのデータ収集が必

要となっている。 
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ウ 枝打ち 

枝打ちに関する調査については、「チーク（Tectona grandis）の枝打ち技術に関する調査」、「ビ

ルマカリンの枝打ち技術に関する調査」及び「間伐及び枝打ち実施後のチークの成長率に関する

調査」（再掲）の 3課題が実施されたところであり、試験地における枝打ちの実施を通じて、節

のない優良材を生産することの必要性について、C/P や研修生の理解が深まるとともに枝打ち技

術の改善が図られた。ただし、「生産に寄与しない枝葉の除去により効率的な有機生産が図られ

る。」という考え方を根拠として、枝打ちが樹高成長や肥大成長を促進させる効果があると一部

の C/P に理解されているようである。しかし、日本においては、スギやヒノキの枝打ちに成長を

促進させる効果があることが一般的に認められているわけではない。 

 

このため、試験林の供試木等を用いて枝打ちの実施効果をさらに検証するなど、引き続き枝打

ち試験を継続するとともに、不適切な枝打ちを実施した場合には品質が悪化するというマイナス

効果も含め、枝打ちに関する正確な知識と技術の習得に努める必要がある。 

 

エ 収益分析等 

プロジェクトでは、｢チーク林の経営計画とその収益性分析の試み」及び「東北タイにおける

小規模農家によるチーク造林経営の収益性分析」により、収益性の高いチークの森林経営技術に

ついて検討が行われた。収益性分析については、植栽密度（2×4ｍ（間伐実施）、4×4ｍ（無間伐））

と地位指数（低、中、高）及び伐期（20 年、25 年、30 年）の 3 つの要素について条件を設定し、

それぞれの内部収益率（IRR; Internal Rate of Return）や収支比率（Benefit-Cost ratio）などが算定

されたところであり、内部収益率については 15％から 30％という高い数値が示された。 

 

また、チークとユーカリを比較した場合には、内部収益率がほぼ同様の値となったが、収支比

率についてはチークの方が高い値が得られ、チーク造林の優位性が示唆される結果となった。た

だし、農民の大多数には、チークもサトウキビやゴムなどと対等の換金作物の一つに過ぎないと

捉えられていることから、チーク造林を定着させるためには、間伐材による収入の確保を図ると

ともに、データの精度・信頼性を高めることにより 20 年程度で伐採しても収支上有利であるこ

とを示す必要がある。 

 

なお、プロジェクトでは、「東北タイにおけるチーク造林地の適地判断」、「数樹種（チーク、

ビルマカリン、ニーム）の成長量解析」及び「東北タイにおけるチークの収穫予想」の 3課題の

調査を実施することにより、造林樹種を選定する際に必要な適地判断方法や収穫材積を予測する

上で必要な基礎的資料を作成した。これらは、上記の収益性分析を行う際の基礎資料となること

に加えて、C/P がこれらの基礎資料の作成方法や収支分析のノウハウを習得したことは、プロジ

ェクトの成果として極めて重要なものである。これらの成果は、センターごとに作成する造林普

及のプロトタイプを構築するために必要な人的資産となろう。 

 

（活動 2-3）林産品利用法の改善 

林産品利用法の改善のうち、炭焼き技術に関しては、岩手式製炭法をベースとして現地の実情
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に合った炭窯が設置されるとともに、木酢液についても販売が可能なところまで生産技術が改善

された。また、林業機械訓練については、全てのセンターにおいて短期専門家を講師とするチエ

ーンソーの取り扱い方の研修が開催された。これにより、訓練生だけでなく C/P の技術向上が図

られた。さらに、「REX の小径材利用工房における小径材利用技術の向上」に関しては、センタ

ー3 とセンター4 に木材利用センターが設置され、短期専門家が講師となって導入された万能木

工機や簡易木工用ロクロ等を活用した研修の実施により、センターのスタッフが林産品利用技術

を習得してさまざまな試作品を製作するなど大きな成果が得られた。ただし、小径材の用途拡大

が必ずしも十分でないこと、利用する樹種が限定されていることなどが今後の課題として残され

ている。 

 

（活動 2-4）展示林の整備状況 

これについては記述済みのため省略する。 

 

（活動 2-5）森林経営ハンドブックの作成 

ハンドブックの作成状況は記述済みのため省略する。 

なお、4 冊のハンドブックのうち、技術ハンドブックについては、タイ語版を作成中でありプ

ロジェクトの期間内には完成する見込である。これらは、冊子として印刷配布されるとともに、

インターネットでも公表されている。 

 

（３）結論 

前述の分析結果により、指標ごとに成果の達成状況を要約すると以下の通りであり、「小規模

造林地における森林経営技術が改善される」という成果2の目標は、達成されつつあると言える。 

 

指標 達成度 コメント 

指標 2-1 精英樹、挿し木苗、樹種、品種、

技術報告書の数 

達成 良質苗木生産の基盤が整備された

指標 2-2 試験地と技術報告書の数 概ね達成 経営分析等で大きく改善された 

指標 2-3 訓練の題材の数 概ね達成 林産加工技術の開発・普及の有力

拠点が整備された 

指標 2-4 センター報告書の数 達成 タイ側の経常事業として実施され

た 

指標 2-5 ハンドブックとマニュアルの数 達成見込  

（注）「概ね達成」とは、一部事項について未達成があるという意味である。 

 

4-2-3 プロジェクト目標への貢献 

プロジェクトにおける森林経営分野の果たす役割は、「造林者のために取りまとめられた技術

情報を情報分野と訓練／普及分野を通じて提供すること」とあるように、森林経営技術に関する

情報/データを収集するだけでなく、このような活動の成果を他の分野の活動に必要なアイテム

として提供することが含まれている。また、訓練のために展示場所やフィールドを提供すること
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も求められている。 

 

さらに、森林経営技術分野の活動の成果は、それを活用することを通じて農民の収入確保に直

結することから、農民等を対象として実施される訓練／普及分野の活動の成果に大きく影響する

ものでもある。このように、プロジェクト目標を達成する上で森林経営分野が果たす役割は極め

て大きい。既に述べたように、森林経営技術分野においては、成果目標である「小規模造林地に

おける森林経営技術が改善される」ことが達成されつつあると言えることから、森林経営技術分

野の活動の成果は、他の分野の成果目標の達成状況とも相俟って、「プロジェクト対象地域にお

いて小規模造林地における持続可能な森林経営技術を改良・普及可能な体制が整う」というプロ

ジェクト目標の達成に大きく貢献していると言える。 

 

4-2-4 本分野の課題および専門分野の所感 

（１） 森林経営の具体的なモデル 

「具体的な森林経営モデルを想定しているわけではない。農民に造林を普及する場合

には、まず、農民に何を植えたいのかを聞く。次に、その樹種がその土地に適したもの

かどうかを判定する。その上で、農民の要望に即して伐採の時期や保育の方法を含めて

アドバイスする。」 

 

これは、「どのような森林経営モデルを普及するつもりなのか？」という当方の質問に対する

REX センターの一人の C/P の回答である。インタビューの実施に当たっては、農民に対して具体

的な森林経営モデルを提示することが普及活動に必要不可欠であろうと考えていたので、このよ

うな回答は想定外のことであった。しかし、東北タイ地域における造林の歴史が浅いため、樹種

の選定や成育特性に関するデータが不十分であり、森林経営のモデルを想定するまでには至って

いないという事情が背景にあることを考慮すれば、技術合理性に基づいた妥当な回答であると思

われる。 

 

このことにより、REX センターの C/P 達は、東北タイ地域で進める森林経営にはさまざまなも

のがあり、画一的な経営方法を普及するのではなく、造林者の希望に即して適地判定を行い経営

方法について臨機応変にアドバイスする能力を身につけていることが示されたと言えよう。 

 
（２）システム構築に関する認識度 

「プロジェクト活動を通じてワーキングシステムを学べたことが最も大きい。例えば、

他の分野との連携の仕方や造林実施箇所のフォローアップの方法、学校や寺院、農家と

の連携の必要性やその方法などである。」 

 

これは、プロジェクトから学んだことで何が最も大きいかという当方の質問に対するセンター

4 の苗畑担当の C/P の回答である。このインタビューを通じて、森林経営技術分野の C/P が、単

に技術を改善するという自身の活動範囲にとどまるのではなく、農民等に対する訓練／普及活動

を体験すること等他の分野との連携を効果的に行うとともに、訓練／普及のためのシステム構築



38 

というプロジェクトの達成すべき目標を明確に意識していることをうかがい知ることができた。 

行政組織における技術担当分野というものは、通常その活動内容が専門的な領域に入り込まざ

るを得ないことから、他の行政分野との連携協力を円滑に進めることは難しいと考えられるため、

上記の回答は新鮮な驚きを与えてくれた。C/P がこのような意識を有しているのは、分野別の役

割分担についてプロジェクト内で活発な議論が行われてきたことがその背景にあるものと思わ

れる。 

 
（３）保育の実施に関する政策上の措置 

プロジェクトが設置した試験林のほとんどは、フェーズ 1の時期に政府の補助金によって造成

されたチークなどの造林地である。これらの造林地は、既に下刈り等の初期の保育作業を経て成

林し、今後の保育は、生産目的に即した本数調整や良質材を生産するための間伐・枝打ち等保育

が必要な時期にさしかかっており、これらの保育によって樹木の品質が向上し収入の向上につな

がることが実証されるならばスムーズに実施される状況となっている。しかし、造林地の活用方

法については、常にサトウキビやゴム等他の換金作物の生産との競争にさらされており、たとえ

植林されたとしても造林地として長期にわたって維持される保証はない。事実、センター4 のモ

デルエリアに設置された優良なチーク造林の試験地でさえ、相続に伴って皆伐されてしまうとい

う問題が発生した。 

 

また、インタビューを通じて、チークの間伐許可の手続きが煩雑だとして農民が不満を抱いて

いることも明らかとなった。このような状況を踏まえれば、間伐等保育の実施について、単に農

家の収入を確保するためだけでなく、環境保全上の必要性等から政策上の促進措置を講じること

について、総合的な検討が望まれるところである。 

 
（４）持続的な森林経営について 

森林経営技術分野における改善事項は多岐にわたっているが、その特徴は、森林経営技術の中

に林産品の利用技術が含まれていること及び林産品利用技術を造林者である農民もしくは地域

の農民グループが活用できるような森林経営を目指していることである。すなわち、苗木の生産

から造林、伐採、加工、販売まで、森林経営の全サイクルが一つのプログラムとしてパッケージ

化され、これを地域社会で持続的に機能させようとしている。さらに、このような森林経営には、

造林を担う農民、木材を加工・販売する者、地域の行政担当者、環境 NGO などの関係者との連

携協力が視野に入れられており、現に、組織的な支援体制が構築されつつあることが新たな展開

方向として注目されるところである。日本における持続的な森林経営を進めていく場合において

も、いわゆる川上だけでなく川下における製品の加工や消費を含めた木材生産の循環システムや

利害関係者の幅広いネットワークの構築が重要であることを再認識させられた思いがする。 

 

本年 12 月で本プロジェクトの期間は終了するが、東北タイ地域の小規模造林地における持続

可能な森林経営を進める取組みはこれから正念場を迎えることとなろう。タイの一地方における

挑戦が成功を収め、日本の林業再生にもフィードバックできることとなるよう、タイ政府の今後

の努力に大いに期待したい。               
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4-3 訓練・普及分野 

 

4-3-1 各活動の達成度 

訓練・普及分野は、「森林経営のための情報・技術が RFD およびそのネットワーク活動により

住民に伝達1される」という成果目標を達成するために、（活動 3-1）普及モデル地域を確定する、

(活動 3-2)森林経営に係る訓練を開発する、（活動 3-3）森林経営に係る普及技術を開発する、(活

動 3-4)対象地域における植林活動を推進する、という 4 つの主活動を実施した。（図 ）。活動を

担うカウンターパート配置は表 20 のとおりであり、日本側は訓練・普及の専門家が担当した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4： 訓練・普及分野の論理構成 

 

表 20：訓練・普及分野の C/P 数 

 センター１ センター2 センター3 センター4 

C/P 数 2 2 2 2 

 出所：プロジェクト提出資料 

 

                                            
1 英語の PDM は、「Introduced」であるが、日本語は伝達されると訳されている。 

3．森林経営のための情
報・技術がRFDおよびそ
のネットワーク活動に
より住民に伝達される

3-1　普及モデル地域を
確定する

(1)林家と共同体に関す
る基礎調査を情報分野
と共同で実施する

(2)モデル林家とモデル
地域を選定する

(3)モデル林家とモデル
地域を対象に森林経営
指導を実施する

3-2　森林経営に係る訓
練を開発する

(1)民有地造林家の訓練
ニーズを調査する

(2)カリキュラムと訓練
教材を作成する

(3)訓練を実施する

3-3　森林経営に係る普
及技術を開発する

(1)普及活動のターゲッ
トグループを特定する

(2)普及手段を改善する

成果

活動

詳細活動

プロジェクト対象地域において小規模造
林地における持続可能な森林経営技術を
改良・普及可能な体制が整う

プロジェクト目標

3-4　対象地域における
植林活動を推進する
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中間評価の時点では、森林経営情報分野と訓練・普及分野の活動とターゲットグループが一部

重複していたが、その後整理され、本分野では、モデル地域に在住する小規模造林家をターゲッ

トに活動が実施されることとなった。各活動の達成度を以下に記す。 

 
（活動 3-1）普及モデル地域を確定する 

プロジェクトの対象地域が東北タイという広域であるため、諸活動の対象として郡単位のモデ

ル地域が選定された。選定の基準は、2000 年前半にプロジェクトのカウンターパートと専門家が

協議して決定され、県林業事務所に登録されている造林補助金受領者リスト、無償苗木受領者記

録、センター職員の経験に基づき表 21 の 6 郡（アンプー）が選ばれた。モデル地域は、面積 6

万～12 万ヘクタール、人口 5 万人～11.6 万人、12～13 の地区（タンボン）と 112～165 の村（ム・

バーン）の規模であり、郡事務所、住民共同体開発官、農業普及員、タンボン事務所など、基本

的行政組織が存在し、道路事情は比較的良好である2。 

 

表 21：モデル地域と選定基準 

センター モデル地域 選定基準 

センター1 コンケン県ナンポン郡 

ウドンタニ県ノンハン郡 
センター2 

ウドンタニ県クッチャップ郡 

ヤソトン県カムクンケーオ郡 
センター3 

シーサケット県クンハン郡 

センター4 ナコンラチャシマ県シーキュー郡 

• 造林地が 3,000 ライ以上あること 

• ユーカリ、チーク、サダオ、プラドゥ等多様な

樹種が植林されていること 

• 造林に前向きな農民がいること 

• 造林後 5～10 年経過していること 

• アクセスが良いこと 

出所：Report of the Third Joint Coordinating Committee Meeting on the Reforestation and Extension Project in the 

Northeast of Thailand Phase II, July 2003.および柳沢専門家報告書（2004 年 7 月 16 日） 

 
また、センター2と 3で 2箇所のモデル地域が選定されたのは、「最初に設定された地域への訓

練や普及活動の結果、森林経営に興味がある者の大半への指導が完了し、今後植林者の急激な増

加が見込めないと C/P が判断した」ためと柳沢専門家が報告3している。このモデル地域で、主と

して①普及ネットワークの構築、②モデル農家とモデル林地の育成、③造林グループの育成、④

モニタリング活動が以下に記すとおり、活発に実施された。 

 

① 普及ネットワークの構築 

水野裕紀子短期専門家の指導に基づき、モデル地域内のステークホルダーに働きかけ、表 22

のとおり、普及ネットワークがセンター毎に作られた。 

 

 

                                            
2 鈴木忠徳・石坂浩史「モデルエリア調査 REXII の造林行動へのインパクトについて」調査報告書、2004 年 3
月。 

3 柳沢英治、訓練・普及分野活動報告書、2004 年 7 月 20 日。 
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表 22：普及ネットワークのメンバーと支援活動 

分類 組織 モデル地域での活動 

Agricultural Extension Office 薬草木、有機肥料製造に関する訓

練、農民組織化支援等 

Community Development Office グループ化支援 

Provincial Forest Office Food Bank 

Forest Protection Administration Office 森林保全ボランティア 

Agricultural Land Reform Office Pond and Fruit seedling 

Cooperative Extension Office 回転基金 

Ministry of Interior 地野菜推進予算 

中央政府 

Royal Forest Department 共有林調査 

地方政府 タンボン事務所 共有林管理 

Rak Thai Foundation 林産品開発支援 NGO 

World Vision Foundation of Thailand 共有林管理 

教育機関 Rajabhat Institute グループ化支援 

Community Development Institute グループ化支援 公共機関 

Farmer Development and Rehabilitation Fund グループ化支援、職業訓練 

出所：Report of the Third Joint Coordinating Committee Meeting on the Reforestation and Extension Project in the 

Northeast of Thailand Phase II, July 2003.  

 

② モデル農家とモデル林地の育成 

モデル地域の住人の中から、REX 研修等で学んだ技術を造林グループメンバー等に伝え、また

自らの造林地を試験や研修の場に活用させることを目的に 7名のモデル造林家が選定された。モ

デル造林家は、アグロフォレストリー、チーク、ユーカリ、花梨などのモデル林を設置したと報

告されている。 

表 23： モデル造林家と選定基準 

センター モデル造林家 （造林地面積） 選定基準 

センター１ Mr. Surapon Pradaphon  (34) 

センター2 

Mr. Kian Harnpratum (16) 

Mr. Boonchu Pimyumkam (10) 

Mr. Sommai Siang-on (20) 

センター3 
Mr. Pin Singha-krut (20) 

Mr. Boonchan Sub-wong (20) 

センター4 Mr. Wichian Pawachantuk (25) 

• 造林地がモデル造林家の手で管理されていること 

• REXII の持続的森林経営コースを受講していること

• 造林グループのメンバーであること 

• 造林地を試験林・研修林として提供できること 

出所：Report of the Second Joint Coordinating Committee Meeting on the Reforestation and Extension Project in the 

Northeast of Thailand phase II, February 2002. 
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③ 造林グループの育成 

プロジェクトの前半でセンター毎に造林グループが育成され、グループを対象に村落集会

（Village Forum）、セミナー（テーマ：木材・林産品の直接販売について）、モデル地域での出張

訓練（炭焼、木工、林産品、アグロフォレストリー、薬草木、地場野菜、森林経営等）などの活

動がプロジェクト・スタッフによって実施された。 

 
（活動 3-2）森林経営の訓練を開発する 

① 訓練ニーズの調査 

プロジェクトは、訓練カリキュラムを策定する前に農民のニーズ調査を実施し、ニーズや状況

に基づきセンターごとに工夫を凝らした訓練の策定を試みた。ニーズ調査の対象は、プロジェク

ト期間中、4 センターで 7 県（Province）、7 郡（Amphur）、15 区（Tambon）、39 村（Moo-Ban）

に居住する 1,577 人に及んでいる4。訓練に対するターゲットグループのニーズは、表 24 のとお

り。 

表 24：農民のニーズ（訓練への関心分野） 

センター１ センター2 センター3 センター4 

1. Furniture making 

2. Medicinal plant 

3. Fund for plantation 

4. Nutritious species 

5. Wood products 

1. Species selection 

2. Forest planting and 

tending 

3. Site preparation 

4. Group solidarity 

5. Insecticide and pest 

control 

1. Marketing 

2. Charcoal kiln making

3. Charcoal making 

4. Forest policy law 

5. Furniture making 

1. Forest planting 

2. Nursery 

3. Vocational 

development 

4. Animal farm in 

plantation 

5. Charcoal kiln making

出所：Report of the Third Joint Coordinating Committee Meeting on the Reforestation and Extension Project in the 

Northeast of Thailand Phase II, July 2003. 

 

 

② 訓練講師の確保 

農民の訓練ニーズに応えるために、プロジェクトは情報ネットワークや普及ネットワークを活

用して、モデル地域内外の政府組織、教育機関、民間企業、NGO 等から講師を確保する努力を

行った。表 25 は、4 センターで集められた分野別講師数である。 

 

表 25：プロジェクトで確保された訓練講師数 

訓練分野 講師数 

1. Agro-forestry 53 

2. Sustainable forest management 31 

3. Charcoal making 13 

                                            
4柳沢英治、訓練・普及分野活動報告書、2004 年 7 月 20 日、別添付表より。 
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4. Wood product market 13 

5. Wood utilization 7 

合計 117 

出所：Report of the Third Joint Coordinating Committee Meeting on the Reforestation and Extension Project in the 

Northeast of Thailand Phase II, July 2003. 

 

③ 訓練の実施とモニタリング 

2004 年 5 月現在、74 の新規訓練コースが実施され、延べ 2,800 人が受講した。講師ならびに訓

練コースの受講者評価を毎回実施し、訓練実施報告書 55 部、モニタリング調査報告書を 7 部作

成するなど、モニタリングシステムも確立されている。 

 

（活動 3-3）森林経営に係る普及技術を開発する 

この活動は、森林経営に必要な技術や情報を普及する手段を開発することを目的に行われてい

る。森林経営情報分野と異なる点は、情報分野が不特定多数の聴衆を対象に広く浅くメッセージ

を発するのに対し、普及分野では、東北タイの小規模造林家を対象に確実な技術を伝達するため

の手法を開発する点である。その取り掛かりとして、モデル地域の農民や小規模造林家を対象に

表 26 に示す普及活動を展開した。 

 

表 26：センターごとの普及活動 

活動名 活動内容 センター１ センター2 センター3 センター4 

巡回林業普及

活動（Forestry 

Extension 

Mobile Unit） 

林業普及専用車に苗木、音響機

器、パネル、ポスター、パンフ

レット、集会用の机・椅子等を

掲載して、モデル地域内の学校

行事や町内行事等に参加し、そ

の場で、森林の重要性を訴え林

業技術を指導し、必要に応じて

苗木の無料配布を行う活動。 

1 日、1 箇所、

300 人参加 

延べ 29 日、

29 箇所、

3,691 人参加

3 日、3 箇所、

1,250 人参加 

11 日、11 箇

所、1,445 人

参加 

普及ニュース

レターの発行

（REX 

Kongsang Pha） 

訓練修了者や造林者組合、関係

省庁、訓練講師等に向けて発行。

REX との繋がりを継続させる目

的がある。 

4 回（ 2,998

部数） 

20 回（38,243

部数） 

－ 8 回、（17,879

部数） 

村落集会

（Village 

forum）、農民

集会（Farmer 

session） 

モデル地域内の造林者グループ

の結成や育成を推進する目的で

集会を開催。 

－ 1 回(2001 年) 1 回(2003 年) 1 回(2001 年)
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活動名 活動内容 センター１ センター2 センター3 センター4 

定期モデル地

域巡回指導

（Field Visit） 

定期的にモデル地域を訪問し、

植林や育林に関する相談にの

る。（注：実際には、月 2～3 回は別

の理由でモデル地域を訪問し、その

都度、相談に乗っている） 

1 回(2003 年) － 1 回(2003 年) 1回（2003年）

林業普及セン

ターの設置

（Learning 

Center 

Development） 

モデル地域内に REX2 の活動を

紹介する学習センターを設置

し、周辺住民への啓蒙を行う。

－ 1 箇所 1 箇所 1 箇所 

林産物販売コ

ーナー（Wood 

marketing 

Corner） 

林産品の販売場所確保により地

域住民の植林や育林意欲を増進

させる。 

木炭販売（木

炭生産組合）

農産物（アグ

ロフォレス

トリー・グル

ープ） 

－ 一村一品運

動（OTOP）

施設を用い、

販売する予

定 

出所：柳沢英治、訓練・普及分野活動報告書、2004 年 7 月 20 日及び Report of the Third Joint Coordinating Committee 

Meeting on the Reforestation and Extension Project in the Northeast of Thailand Phase II, July 2003 を基に作成。 

 

上記のような普及手段を試行した集大成として、RFD の普及関係職員や農業普及員を対象とす

る普及ガイドブック（タイ語）が作成された。ガイドブックのアウトラインと執筆者は表 27 の

とおり。 

表 27：普及ガイドブックのアウトラインと執筆担当者 

アウトライン 執筆担当者 

1. 定期的巡回指導 センター1 の訓練・普及担当 C/P 

2. 普及ニュースレター センター2 の訓練・普及担当 C/P 

3. 訓練の実施 センター2 の訓練・普及担当 C/P 

4. 造林者の組織化 センター2 の訓練・普及担当 C/P 

5. モバイル活動 センター3 の訓練・普及担当 C/P  

6. 村落会議 センター4 の訓練・普及担当 C/P 

出所：柳沢英治、訓練・普及分野活動報告書を基に作成。 

 
終了時の時点で普及ガイドブックの一部しか英訳されていなかったので、内容を確認する

ことはできなかったが、各センターの訓練・普及担当者が、それぞれの得意分野（手段）を

取り纏めていると報告されている。将来、このガイドブックが活用されるかどうかが、開発

された普及手段の汎用性と有効性を測るポイントとなろう。 
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（活動 3-4）対象地域における植林活動を推進する 

タイ側予算でセンター毎にターゲット村（モデル地域と同一ではない）を対象に、苗木の無償

配布を行った。 

 

4-3-2 成果の達成状況 

訓練・普及分野の成果（成果 3）は、「森林経営のための情報・技術が RFD およびそのネット

ワーク活動により住民に伝達される」であり、その達成度を測る指標として、以下の 4つが挙げ

られている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

まず、訓練修了者の満足度であるが、訓練後のアンケート結果によると、99％の訓練修了生が

訓練内容に満足していると報告されている。また、前述のとおり、ターゲットグループのニーズ

を重視した訓練カリキュラムの策定が行われている。アンケート調査票を確認したところ、「あ

なたは訓練に満足しましたか？」という質問に対し、回答方法が「はい、いいえ」の 2択で、し

かも「いいえ」の場合のみ、その理由を記載することが求められているため、心理的にも「はい」

と答える可能性が高い。将来このようなアンケートを作成する際には、質問内容と質問の仕方を

改善する必要があるが、農民の知りたいことを、可能な限り実践的に、農民の希望する場所で訓

練しているため、受講生の満足度が高いのは確実であると言える。 

 

2 番目の指標である新規訓練コースと受講生の数は、どちらかというと活動の指標に近い。し

かしながら、プロジェクト期間中に 74 の新規訓練が開発・実施され、2,800 人が受講したのは大

きな実績である。また、カリキュラムの策定の際にも、ターゲットグループに対するニーズ調査

を実施し、講師を広く外に求め、訓練後のアンケート調査結果を新規訓練カリキュラムに活かし、

訓練修了者のモニタリング調査や、フォローアップを目的としたニュースレターの送付など、一

連のサイクルが確立している。したがって、RFD からの予算が続く限り、この活動の自立発展性

は高いと考える。 

 

普及・訓練部門は、訓練修了後 1年以内の受講者の 50％をランダムに選び、アンケートに基づ

く現地調査を行った。サンプルの取り方が、モデル地域の１郡に限ったセンター１から、管轄下

の 5 県 15 郡を対象としたセンター3までと統一されていないため、調査結果を一概に受容するこ

とはできないが、40％程度の修了者が訓練内容を何らかの形で実践していることには同意できる

（表 28）。 

 

指標 3-1：訓練修了者の 80％が満足している（訓練がどの程度農民のニーズに合致している

か？） 

指標 3-2：新しい訓練コースと訓練参加者の数 

指標 3-3：訓練修了者の 30％が訓練で受講した内容を実践している。 

指標 3-4：モデルエリアの造林者が 10％増加する。 
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表 28：訓練修了者の受講内容実施率 

調査年度 センター１ センター2 センター3 センター4 

 調査人数 実施率(%) 調査人数 実施率(%) 調査人数 実施率(%) 調査人数 実施率(%) 

2001   123 53

2002 68 52 100 45 115 14 126 54

2003  104 50 57 52

2004   106 13  

 172 51 100 45 221 13 306 53

出所：柳沢英治、訓練・普及分野活動報告書別添付表を基に作成。 

 
最後の指標である「新規造林者数」に関しては、2004 年にプロジェクトがモデル地域を対象に

調査を実施した（表 29）。比較のベースにしたのは、1994 年～2000 年の新規造林者数 311 人であ

った。結果は、2001 年～2004 年の新規造林者数の合計が 621 人であり、200％の増加率であった

と報告されている。 

表 29：センター毎の新規造林者数 

センター１ センター2 センター3 センター4 

対象区数 造林者数 対象区数 造林者数 対象区数 造林者数 対象区数 造林者数 

12 169 5 253 13 68 12 131 

出所：柳沢英治、訓練・普及分野活動報告書別添付表を基に作成 

 

ただし、この調査も、センター2 が郡内の 12 タンボン中 5 タンボンしか調査しておらず、また、

センター2 とセンター3 では、タンボン毎の新規造林者数が明確ではないため、センター毎の造

林者数の伸び率を一概に比較することはできない。注目に値するのはセンター4 の結果で、ナコ

ンラチャシマ県、シーキュー郡のタンボン毎の新規造林者数が 0 名から 43 名までのばらつきが

見られる点である。なぜ、Krisana タンボンで 43 名も造林者が増えたのか、また、なぜ Nong Nam 

Sai タンボンでだれも新規に植林しなかったのか、その理由を分析すると、今後の普及戦略策定

に繋がる示唆が得られる可能性がある。 

表 30：センター4 の新規造林者数 

タンボン名 新規造林者数

Si Kiew 15 

Midraphab 17 

Krisana 43 

Nong Bua Noi 7 

Nong Nam Sai 0 

Lard Bua Kwoa 12 

Don Maung 12 
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Gud Noi 8 

Wung Rong Noi 1 

Nong Ya Kwoa 14 

Klong Phai 1 

Ban Hun 1 

出所：柳沢英治、訓練・普及分野活動報告書別添付表。 

 
これまで見てきたように、成果 3の指標は全部達成していることから、成果レベルの目標は十

分達成されたと評価できる。 

 

4-3-3 プロジェクト目標への貢献 

成果目標（指標）はすべて達成され、森林経営のための情報・技術が RFD 及びそのネットワ

ークにより（モデル地域の）小規模造林者に伝達されたといえる。また、自立発展性の高い訓練

部門はプロジェクト目標の達成へ引き続き貢献していくと思われる。しかしながら、普及活動の

大半がモデル地域（郡）内の限られたタンボン、あるいは村のレベルで実施されていたため、予

算や人材も含めた広域展開のための戦略を策定がプロジェクト目標を達成するためには不可欠

である。 

 

4-3-4 本分野の課題および専門分野の所感 

上述のとおり、訓練分野は REX フェーズ１の時代より継続した活動であり、C/P もニーズに基

づいた訓練プログラムを実施できる能力を充分備えている。REX フェーズ 2では、新規カリキュ

ラムを次々に考案し、小規模造林家のニーズに着実に応えていったと評価できる。特に、プロジ

ェクトの後半部分では、炭焼や家具製作などの小径木利用に関する訓練が増加した。柳沢専門家

が、この現象を、「植林を推進するより、森林や木材をいかに活用し、現金収入に結びつけるか

という現実的な訓練になってしまった」と指摘しているように、手段と目的のバランス、あるい

はニーズとウォンツのバランスの難しさは将来の検討課題として残されている。 

 

普及分野に対する評価は前項で述べたとおりであるが、造林家を育成し、小規模造林地を増加

させるためには、地道な普及活動が必要であることを森林官に認識させた貢献は大きいと考える。

また、年間 140 万バーツ（378 万円）の JICA 予算で、4 センターと 6 ヵ所のモデル地域を対象に

これだけの訓練・普及実績が残せたことを鑑みると、効率性が高い活動分野であったと評価でき

る。 

 

しかしながら、普及手法に関しては、今後の総括作業と将来戦略の策定を必要とする。また、

プロジェクトの効果を高めるために、以下の活動を提案したい。 

 

① モデル地域で展開したそれぞれの活動を「持続可能な森林経営技術の改良・普及」という面

から客観的に分析し、プロジェクト目標および上位目標の達成に最も有効と考えられるセン

ター毎の普及パッケージ（プロトタイプ）と普及戦略をプロジェクト終了時までに作成・策
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定する。 

② 訓練修了者とのネットワークを維持し、そこからの波及効果をモニターする。 

③ 小径木利用の活性化が農民の植林活動に繋がるように、モデル地域を中心にモニタリングを

重視する。 
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第５章 プロジェクト全体における評価結果 

 

5-1 評価 5項目の評価結果 

 

5-1-1 妥当性 

（１）タイ政府の政策との整合性 

上位目標及びプロジェクト目標は、タイ政府の方針と一致しており、第 9 次国家経済社会開発

計画（2002～2006）でも造林の奨励が位置づけられている。この目標を達成するには、単なる植

林を行うだけでは効果が上がらず、植林後の活動、すなわち森林管理や市場分析、木材利用など、

さまざまな関係する活動も併せて行う必要があることから、本プロジェクトで実施した一連の活

動や目標の妥当性は高い。 

 

（２）ターゲットグループのニーズとの整合性 

プロジェクトの焦点は「持続的森林管理」であり、ターゲットグループのニーズに応じ、技術

のみならず、訓練・普及や情報を提供したことは妥当である。 

 

（３）受益対象者（ターゲットグループ）の明確化と選定の妥当性 

計画段階でターゲットグループを東北タイ地域住民と定めたが、実施段階において、プロジェ

クト活動毎にターゲットグループを特定化し、修正を行った。こうしたプロセスは、プロジェク

トにとって、適切なターゲットグループを設定する上で妥当だったと思われる。 

 

（４）日本の援助政策との合致 

造林を含む環境保全は、我が国の援助政策のうち、重点分野の 1つである。よって、植林に焦

点を当てた本プロジェクトは我が国の政策とも合致している。 

 

（５）プロジェクト計画の整合性 

PDM や PO はプロジェクト開始時に策定され、年間実施計画に沿って、活動は効率的に進めら

れている。但し、プロジェクトのモニタリングをより注意深く行うためには、もっと早い時期に、

専門家と C/P との間で、PDM を見直し、かつ頻繁に協議する必要があったと思われる。 

 

5-1-2 有効性 

（１）プロジェクト目標達成の見込み 

プロジェクト活動を通じて、必要なデータ、技術、普及教材は概ねまとめられた。しかしなが

ら、東北タイという広大な地域に住む小規模造林家に対して本プロジェクトの成果を波及させる

ためには、すべての活動成果を取りまとめることがプロジェクト目標達成のためには必要である。 

 

（２）成果の達成度 
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各活動はプロジェクト目標を達成するために、十分貢献したと思われる。成果 1 は、情報の蓄

積や発信によって、他の成果に貢献したが、REX（造林・普及）センター間のコンピューター・

ネットワーク・システムはデータ共有化のために、さらに積極的に活用されるべきである。技術、

訓練そして普及はプロジェクトの核となる活動であり、成果 2及び成果 3はプロジェクト目標達

成に多大な貢献をしている。成果 4は、プロジェクト目標を円滑に達成するため、各活動をモニ

ターし、各成果を結びつける効果があったと思われる。 

 

5-1-3 効率性 

プロジェクトへの投入は、質、量、タイミング等において、概ね妥当であり、プロジェクトの

実施において十分活用されていた。 

 

（１）日本側 

ア 専門家派遣（タイミング、人数、能力） 

C/P や専門家へのインタビューの結果、専門家投入は、そのタイミング、数、能力ともほぼ適

切であった。長期専門家は、限られた人数のなかでさまざまな活動をカバーしており、業務遂行

の費用対効果は高い。短期専門家は、類似の経験や十分な技能を持った人が派遣されたものの、

そのリクルートや派遣は、時に困難が生じ、プロジェクト活動の遅れが生じるなどの影響を及ぼ

すこともあった。 

イ C/P の日本研修（人数、能力） 

研修参加者は、同僚に対して研修成果を発表したり、研修で培った知識や技能を活用しようと

していることが現地調査で確認された。C/P へのインタビューによると、日本での研修は単に特

定の技能習得の場であっただけでなく、森林管理に関し幅広く有益な経験を得られる場であった

と認識されていたことが分かった。 

ウ 機材供与（量、質、タイミング） 

プロジェクトを通して供与された機材は、事前にニーズアセスメントが行われ、その量及び質

は適切であった。供与機材については、一部、手続きの遅れがあった。また、温室（グリーンハ

ウス）のように、コントロール機器の故障などで一部問題も生じたが、その他機材は有効に活用

されていた。 

エ ローカルコスト（タイミング、額） 

日本によるローカルコストは、全活動の実施に用いられており、投入での問題はない。 

  

（２）タイ側 

ア 土地・施設提供及びプロジェクトサイト（数、質、タイミング） 

タイ側は必要な土地・建物の提供を適切、タイムリーに行っていた。 

イ C/P の配置（人数、能力、タイミング） 

C/P の人数は適切であり、センターや部署によってレベルは異なるが、その能力や知識は非常

に高かった。人事異動のため、C/P が変わることもあったが、プロジェクト活動を行うにあたっ

ての大きな問題とはならなかった。 

ウ 運営・試験支出金額および活動（額、タイミング、分野） 
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RFD の厳しい財政事情に関わらず、タイ側はプロジェクト予算の確保に尽力しており、高く評

価できる。予算の配布時期については組織再編当初は、遅れが生じる場面もあった。 

 

5-1-4 インパクト 

報告書分析、現地視察、インタビュー、協議等を行った結果、プロジェクトを起因として以

下のようなプラスのインパクトがモデルエリア内で生じている事が確認された。 

（１）グループ活動を通し、持続的な森林管理活動を支持し、イニシアティブを示すリーダーが

現れた。例えば、「造林・木材製品・木材バイオマス協会」が設立され、その会長が展示目的を

兼ねて、自分の土地で炭釜作りや販売、アグロフォレストリーなどの活動を展開するというもの

がある。 

（２）民間家具製造業者や地元の NGO は、モデルエリア内において、植林活動を推進するため

に、苗木の供与や森林管理情報の発信を始めた。 

（３）モデル農家は、近隣者に対して、苗木の生産や販売を始めた。 

（４）大学教授や講師始め、県レベルの森林事務所（Provincial Administration Office）やタンボン

（地区）事務所（Tambon Administration） Office のスタッフ、篤造林家や農民、NGO といった人々

が、訓練・普及活動の外部リソースとしてプロジェクトの目標を共有し、近隣や他の組織に対し

て情報や技術の普及を開始した。 

 

以上のようなインパクトの発現は REX センターからの継続的な支援により、他のエリアにも

広がるであろうと思われる。なお、本プロジェクトからは特にマイナスのインパクトは見当たら

なかった。 

 

5-1-5 自立発展性 

（１）政策/組織面での自立発展性 

2003 年 10 月より新たに設立された天然資源環境省の元で、RFD の改編はまだ終わっていな

いものの、森林面積の増加につながる活動は高い優先順位が与えられていることは明白である。

よって、プロジェクト期間中行われた活動を継続するため、REX の各センターや関連機関は、引

き続き RFD より支援を受け続けると思われる。また組織改革に関わらず、C/P は各々のセンター

に残り、活動を継続することが求められる。 

 

（２）財政面での自立発展性 

天然資源環境省全体としての財政資源は、翌年度（タイ年度で 2004 年 10 月から）は増加しな

いと思われるものの、造林に係る促進活動は優先されると考えられるため、財政支援については

現行の活動レベルを維持することができると予想される。 

 

（３）技術面での自立発展性 

ア 機材維持管理 

殆どの機材はタイにて調達されており、維持管理のアフターサービスについては問題ない。供

与機材はプロジェクト終了後も活用され、RFD が各センターにあるすべての機材の維持管理に係
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る支援を行うと思われる。 

 

イ 知識の共有 

各 C/P はプロジェクト活動やその成果を維持する能力や知識を十分に持っており、センター内

における部署間の技術や技能の共有のみならず、4 つの REX センター及び REX 情報センター間

での共有も図られている。さらに、造林の効率的な促進のために、他関係機関のスタッフとも連

携を行っている。 

 

ウ 情報へのアクセス 

4 つの REX センターでは既に LAN システムが構築されており、バンコクにある REX 情報セン

ターとも結ばれている。RFD のネットワークによって、REX センターが各管轄地域の造林に関

する最新情報を積極的に提供・入手することが期待される。さらに、インターネットによって、

REX センターは、最新かつ分析された情報を農家や関連する機関に対して、継続的に提供するで

あろうと思われる。 

 

5-2 効果発現に貢献した要因 

 

（１） 計画内容に関すること 

PDM を C/P がよく理解し、プロジェクト目標に向かって、すべての活動が効率的に行われた。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

ア 実施面において、日本側とタイ側との間で良好な連携がとられていた。 

イ C/P が運営管理能力や森林管理技術のみならず、高いモチベーションを持っていた。 

ウ NGO、大学、県森林局、篤造林家など、さまざまな人と機関が、プロジェクトと密接に連携

していた。 

エ C/P が造林普及における住民参加の重要性を強く認識していた。そのため、C/P の森林管理

に関する視野が拡大し、それぞれの役割をより深く自覚した。 

 

5-3 問題点及び問題を惹起した要因 

 

RFD の組織再編によって、合同調整委員会の開催やプロジェクト計画の承認の遅れ、さらには

予算執行の遅れなど、プロジェクトの活動に影響を与えた。 

＜組織再編について＞ 

タイ国では、1890 年代の行政機構整備以来 100 年ぶりに政府機構の抜本的改編が 2002 年 10

月 3 日に国王の裁可を得て実施された。同再編により、農業協同組合省王室林野局（RFD）は

森林が生育する土地の種類役割により 3 分割され、ﾏﾝｸﾞﾛｰﾌﾞ林が新設された天然資源環境省の

海洋沿岸資源局に、保護、保全林が同省に同じく新設された国立公園野生生物局（NPECD）に、

そして経済林、民有林が農業協同組合省の新 RFD に移管された。この再編により、本プロジェ



53 

  

5-4 評価結果の結論 

 

本プロジェクトサイトである東北タイ地域（1,691 万 ha）は北海道のおよそ 2 倍の面積の広さ

があり、そこに点在する 4 つの REX センター及びバンコクにある RFD 内の REX 情報センター

と、5 箇所を拠点として 4 人の日本人専門家が C/P と共同で活動を実施してきた。これまでにも

記載されていたとおり、各 REX センター及び REX 情報センターではそれぞれの特性に合わせた

活動を展開しており、その大規模な面積、多岐にわたる活動、そして組織再編といった外部条件

の状況下においてプロジェクトは活動が効率的・効果的に行われるよう多大な努力がされてきた

と思われる。 

 

本プロジェクトの個々の活動についてはタイ側 C/P が日本側専門家の指導の下、主体的に活動

を実施しており、アウトプットについては十分な成果を出したと言えるだろう。しかし、それら

のアウトプットを統合・整理して導き出されるプロジェクト目標については、未だ達成に至って

いないため、プロジェクト目標達成の指標のひとつである「プロトタイプ」の明確化をプロジェ

クト終了までに取り組む必要がある。今後実施される事後評価においては、それらプロトタイプ

に基づき各センターがどのようにプロジェクト効果の普及を行ったか、そして全体としてプロジ

ェクトの上位目標がどれだけ達成されたか（もしくは達成されなかったか）が評価される。残り

のプロジェクト期間において、C/P と日本人専門家が積極的に議論を行い、今後のさらなるプロ

ジェクト成果の普及のためのプロトタイプが作られることを期待したい。 

クト関係組織は組織令により REX センター1 と 2 が新 RFD、REX センター3 と 4 が NPECD 所

属と決定され、専門家が執務する REX センター4（ﾅｺﾝﾗﾁｬｼﾏ）は NPECD 所属であるが、プロジ

ェクト目標は民有林振興で RFD の業務として行うといった、2 省庁の 2 局共管体制のプロジェ

クトとなった。 

その後、行政改革関連 2法が定める半年間の見直し条項により、新 RFD は 2003 年 10 月 1 日

タイ側新年度をもって農業協同組合省から天然資源環境省に移管された。NPECD の苗木生産部

門についても新 RFD に統合される見込みとされていたが、結果としてはプロジェクト終了時評

価調査時の 2004 年 8 月現在においてもプロジェクトは NPECD 及び新 RFD と所属が分かれたま

まであった。なお、本評価調査において各 REX センター所長に対し組織再編の今後の行方につ

いて質問をしたところ、本プロジェクト関係組織は新 RFD に統合される予定との回答を得てい

るが、具体的にいつになるかは言及されなかった。 

この組織再編によって、本プロジェクトの活動根幹部分への影響はなかったが、C/P のプロジ

ェクト内外における頻繁な人事異動（付属資料ミニッツ Annex7 参照）、センター毎の予算措置

の差などが生じ、個々の活動については少なからず影響を及ぼしたようである。C/P 自身も各々

の今後の行方を把握していない中、プロジェクトはその他にも場面場面において混乱、困難が

生じたと思われるが、5-2 において記載されているとおり、本評価調査時において C/P の本プロ

ジェクト活動に対する認識が高かったことは評価できると思われる。 

（組織再編状況についてはプロジェクトから提出された四半期活動概要に基づき記載。さらな

る詳細は付属資料王室林野局再編経過参照） 
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第６章 提言と教訓 

 

6-1 提言 

 

本プロジェクトに対する提言は以下のとおり。 

（１） 各 REX センターは、残りのプロジェクト期間中に、これまでの活動及び成果を整理し、

今後の活動のための「プロトタイプ」を明らかにすること。 

（２） プロジェクト終了までにプロジェクトエリア外の東北タイ地域に本プロジェクト成果を

拡大していくための、戦略及び手段を明確にすること。 

（３） プロジェクト終了後、各センターは上記戦略に基づき活動を行うこと。活動を円滑に実

施するために、各 REX センター、県森林事務所、タンボン事務所、NGO、大学等との連

携を図ること。 

（４） 各センターではこれまでの森林経営技術に関するデータ及び情報が膨大に蓄積されてい

る。それらの情報は、国内の活動のためだけではなく、今後の大メコン地域（GMS）に

おける活動の有効なツールとなる。 

（５） 小規模植林者に対して造林に関連する情報を提供するため、現在行われている研究活動

を継続し、かつ新たな分野の研究活動（他樹種の成長調査等）を実施するよう、RFD に

対して推奨する。 

（６） REX 情報センターには非常に膨大なデータと情報が蓄積されており、4REX センター及

び REX 情報センターとをつなぐネットワークもすでに構築されている。今後は、RFD が

東北タイの森林政策及び計画を策定する際に積極的に活用されるべきであり、かつ同ネ

ットワークを将来のタイ全体におけるネットワークに発展させること念頭に置くことも

重要である。 

（７） 上記活動を継続して実施するために、現在の「造林普及センター（REX センター）」の名

称及び機能を保つこと。 

 

6-2 教訓 

 

本プロジェクト活動を踏まえた今後の教訓は以下のとおり。 

（１） 今後、複数のセンターや機関が実施機関として行われる大規模プロジェクトを計画する

際には、プロジェクトの進捗状況、上位目標及びプロジェクト目標を管理する諮問機関

を設けることが望ましい。その際には、プロジェクト目標を達成するために、各プロジ

ェクト活動を管理・調整する同諮問機関の任務を明確にするべきである。さらに、日本

側と相手国側の政府は、プロジェクトの実施及び管理を円滑に進めていくために、全面

的な支援を行う必要がある。 

（２） プロジェクトの実行をさらに向上するためには、必要に応じ制度開発、組織強化やバラ

ンスドスコアカード等、他の管理方法も試みることが望ましい。 

以 上 
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附属資料 1：調査日程 

日目 日目 
年月

日 

曜

日 

団長・総括/情報・普及/ 

森林経営/計画評価団員 
評価分析団員 

宿泊都市 

（評価分析団

員/他団員） 

  1 7/21 水 ・移動（成田→バンコク TG641） バンコク 

  2 7/22 木 

・RFD 訪問・タイ評価団打合せ 

・REXIC 訪問・IC 長ヒアリング 

・移動（バンコク→ウドンタニ TG10） 

ウドンタニ 

  3 7/23 金 

・REX センター2 訪問 

・ヒアリング、調査 

（センター2 長、情報、技術、訓練・普及） 

・製材所見学・調査 

ウドンタニ 

  4 7/24 土 

・モデルエリアの調査、農民・元訓練生からの聞

き取り 

・移動（ウドンタニ→コンケーン） 

コンケーン 

  5 7/25 日 ・調査内容の整理 コンケーン 

  6 7/26 月 
・REX センター1 訪問、施設見学 

・ヒアリング・調査（情報、技術、訓練・普及） 
コンケーン 

  7 7/27 火 

・ヒアリング、調査（所長） 

・養蜂・無農薬野菜センター見学 

・モデルエリアの調査、農民・元訓練生からの聞

き取り 

コンケーン 

  8 7/28 水 

・ミーチャイセンター（NGO）訪問、施設見学 

・モデルエリア調査、農民・元訓練生からの聞き

取り、試験地の見学 

・タイ評価団との協議 

コンケーン 

  9 7/29 木 
・移動（コンケーン→コラート） 

・プロジェクトとの打合せ 
コラート 

  10 7/30 金 
・ヒアリング、調査（専門家） 

・調査内容の整理 
コラート 

  11 7/31 土 ・プロジェクト評価分析作業 コラート 

  12 8/1 日 

  

・プロジェクト評価分析作業 コラート 

1 13 8/2 月 

・移動 

（成田→バンコク TG641）  

・専門家との打ち合わせ 

・移動 （コラート→バンコク） 

・他団員と合流 バンコク 
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日目 日目 
年月

日 

曜

日 

団長・総括/情報・普及/ 

森林経営/計画評価団員 
評価分析団員 

宿泊都市 

（評価分析団

員/他団員） 

2 14 8/3 火 

・JICA タイ事務所打合せ 

・タイ王室林野局（RFD）表敬 

・タイ評価団との打ち合わせ 

・REXIC 施設見学、センター長ヒアリング 

・REX センター２によるプレゼンテーション 

・移動（バンコク→ウボンラチャタニ TG030→ヤソトン） 

ヤソトン 

3 15 8/4 水 

・REX センター3 訪問 

・ヒアリング、調査（センター3 長、情報、技術、訓練・普及） 

・REX センター3 施設見学 

・木材関連 NGO 及び大学講師へのインタビュー 

・REX センター内展示コーナー見学 

・炭焼窯、苗畑地見学 

ヤトソン 

4 16 8/5 木 
・モデルエリア調査、農民・元訓練生からの聞き取り 

・モデル植林地及び試験地見学 
ヤトソン 

5 17 8/6 金 

・移動（ヤトソン→コラート） 

・REX センター4 訪問 

・Rajamangara Institute of Technology の講師及び NGO「Private Plantation, Wood 

Products and Wood Energy Society」へのインタビュー 

・評価団内協議 

コラート 

6 18 8/7 土 

・ヒアリング、調査（REX センター4 長、情報、技術、訓練・普及） 

・REX センター苗畑見学 

・木材民間企業「Chokchai Sao Khem Company」訪問 

・民間植林地及び炭焼窯「Kay Ha Na Khon Plantation」見学 

・モデルエリア調査、モデル植林地見学、農民・元訓練生からの聞き取り 

コラート 

7 19 8/8 日 
・移動（コラート→バンコク） 

・ミニッツ案（1 次案）作成 
バンコク 

8 20 8/9 月 
・評価団内協議 

・ミニッツ案（2 次案）作成 
バンコク 

9 21 8/10 火 

・評価団内協議 

・ＲＥＸセンター長へのプレゼンテーション 

・ミニッツ案の修正・調整 

バンコク 

10 22 8/11 水 

・合同調整委員会(JCC)、ミニッツ署名 

・JICA 事務所 
バンコク 

11 23 8/12 木 ・移動（バンコク→成田ＴＧ640 ※団長（バンコク→カンボジア）   
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附属資料 2：主要面談者 

 

（１）タイ王室林野局（Royal Forest Department, RFD） 

 Mr. Chatchai Ratanophat  Director General, RFD 
 Mr. Supaperm Thirdpong  Director of Forest Nursery Cluster, RFD 
 Ms. Renoo Suwannarat  Project Coordinator of REX2 
 
（２）REX センター所長 

 Mr. Sutnep Pavareswityaral Chief of REX Center 1 
 Mr. Tanongsak Nontapa  Chief of REX Center 2 
 Mr. Tumnoon Akarapin  Chief of REX Center 3 
 Mr. Somporn Chaicharus  Chief of REX Center 4 
 Mr. Sumet Sirilak  Chief of REX Information Center 
 

（３）タイ評価団員 

 Dr. Bunvong Thaiutsa (Leader) 
   Former Dean, Faculty of Forestry, Kasetsart University (KU) 
 Dr. Komon Pragtong 

 Forest Technical Officer 8, Silviculture Research Division, 
National Parks, Wildlife and Plant Conservation Department 

    Mr. Chonlatid Suraswadi  
Secretary, RFD 

 Mr. Suchart Thaipetch 
Director, Forest Products Development Division, 
Forest Products Management Research Office, RFD 

Dr. Charunee Vongkaluang 
  Advisor, RFD 

 

（４）JICA タイ事務所 

 佐藤 幹治 所長 

 奥邨 彰一 担当次長 

 沖浦 文彦 担当職員 

 

（５）東北タイ造林普及計画フェーズ２プロジェクト 

 鈴木 忠徳 チーフアドバイザー/森林経営情報 専門家 

 岡田 昌浩 業務調整     専門家 

 柳沢 英治 訓練・普及     専門家 

 岡林 正人 森林経営技術    専門家 
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